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概要 

 
経済社会のグローバル化が進展し経済連携の制度化が拡大する中、産業の一分野であるとともに
経済社会活動を支えるインフラである航空輸送についても、変革の波が押し寄せている。 
 東アジアは経済成長を達成する過程で域内の貿易関係が緊密化し人流･物流も活発化しているが、
将来にわたって活発な経済社会活動を維持し我が国の国際競争力を確保していくためには、国際交
通インフラとして旺盛な需要に対応した航空輸送サービスを柔軟に供給していかなければならない。
このためには、航空会社ができる限り自由な競争環境の下で航空ネットワークの拡大や運賃・サー
ビスの多様化を図れるよう、東アジアの航空市場を段階的に自由化していくことが重要である。 
 自由な競争環境の下では、欧米をはじめ世界各地で見られるように東アジアにおいてもローコス
トキャリア（LCC）が台頭してくることが予想される。我が国の航空関係者は、世界各地で展開さ
れている LCC の生産性向上や新規需要開拓のための努力について十分に理解した上で、我が国の
航空競争力ひいては国家の国際競争力を強化していく観点から適切に対処していくことが期待され
る。 
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The future of air transport markets and Low Cost Carriers in East-Asia 
 
 
Abstract 
 
As the globalization in economy and society has been progressing and the formalization of 
economic partnerships among countries has been spreading, air transport services, which is a 
field of industries and an infrastructure to assist economic and social activities, now faces a 
change. 
 
Recently, inter-regional trade relationships have been becoming closer and the movements of 
people and goods have been expanding along with economic growth in East-Asia. In this 
situation, air transport services as an international infrastructure should be adequately 
supplied to handle a dynamic demand increase in the region in order to facilitate vigorous 
economic and social activities and enhance Japan’s international competitiveness in the future. 
It is also important that air transport markets in East-Asia are liberalized step by step and that 
with more liberal environment airlines expand their service networks and offer various tariffs 
and services in a customer oriented manner. 
 
In more liberal situation, Low Cost Carriers would be expected to have more influence on air 
transport markets in East-Asia as in Europe and America, which are predecessors in 
liberalization. Parties concerned in air transport in Japan, with precise comprehension of 
productivity improvement and creation of new passenger demand by Low Cost Carriers, should 
properly handle issues on the liberalization of air transport markets and the improvement of 
efficiency of air transport services in order to enhance the international competitiveness of 
Japanese airline industry and Japan itself.  
 
Keyword: Air transport market, East-Asia, Liberalization, Low Cost Carriers 
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Ⅰ．はじめに 
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Ⅰ．はじめに 

  近年、世界的潮流として経済社会のグローバル化が進展する中、経済活動や観光交流が国境を
越えて益々盛んになってきており、こうした状況を踏まえて国家間の経済連携や地域経済統合の
動きが各地で進められている。先行する欧州においては、EU 加盟国による市場統合や共通通貨
ユーロの導入などにより国家間の経済的障壁が大幅に縮小され、より広い市場を舞台として経済
活動が活発化するとともに、競争の激化により経済活動の効率化が促進されることとなった。一
方で、取り組みが遅かった東アジアにおいても近年域内における経済連携強化へのモメンタムが
急速に高まってきており、FTA1の締結が積極的に進められているほか、さらに一歩進んでEUの
成功を踏まえた「東アジア共同体」の構想が域内主要国から競って打ち出されている。 
こうした経済連携や地域経済統合の動きは、活発化する経済社会活動を支える役割を担う航空
市場にも及んでおり、欧州における単一航空市場の形成をはじめ世界的に自由化の動きが加速し
ている。また、グローバル化の進展による人的・物的交流の活発化に伴い航空市場は世界的に拡
大トレンドにあり、自由化の流れに乗って新しいビジネスモデルであるローコストキャリア
（LCC）の新規参入・成長が世界各地で相次いでいる。 
  本レポートでは、先行事例としての欧州を参考に、Ⅱ．及びⅢ．で東アジアにおける経済社会
活動や国家間の経済連携が深化する中での航空市場の自由化や東アジアにおける域内航空市場の
自由化の可能性について展望し、Ⅳ．で今後東アジアの航空市場においても存在感を増すと考え
られるLCCの将来像について考察する。 

 
 
 
 

                                            
1FTA（Free Trade Agreement）とEPA（Economic Partnership Agreement）はそれぞれ自由貿易協定、経済連携協定と
訳されるが、実際には境界線が曖昧である。我が国では経済制裁の調和・協力の促進等の幅広い措置を含むものとしてEPA
が使われることも多いが、本レポートでは世界的により一般的に使用されているFTAを使用する。 



 

 

 

 

 

Ⅱ．東アジアの経済社会活動の動向 
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Ⅱ．東アジアの経済社会活動の動向 

１．域内貿易の緊密化 

  東アジアは、政治的に安定してきた1980年代以降急速に経済成長を始め、特に中国やASEAN
諸国の GDP成長率は世界平均を大幅に上回るなど現在世界で最も注目を浴びる地域となってい
る（表 1）。その経済成長の原動力は輸出の拡大であり、東アジアは世界の工場として世界貿易
に占めるシェアを着実に増大させている。輸出品目については、これまで繊維製品など労働集約
型製品が主力であったが、最近は機械類、中でも半導体等の IT 関連電子部品の割合が増加して
いる。 

表１：世界の経済成長率（実質ＧＤＰ伸び率） 

２００５年 ２００６年見通し ２００７年見通し

日本 2.7% 2.8% 2.1%

中国 9.9% 9.5% 9.0%

韓国 4.0% 5.5% 4.5%

アジア 8.6% 8.2% 8.0%

米国 3.5% 3.4% 3.3%

ユーロ圏 1.3% 2.0% 1.9%

中南米 4.3% 4.3% 3.6%

世界平均 4.8% 4.9% 4.7%

（注）アジアは、日本、韓国、台湾、香港、シンガポール等、先進工業国に含まれる国・地域
を除く。  
出典：ＩＭＦ 

 
  このように東アジア経済は順調に成長を続けているが、最近は輸出品目の変化とともに貿易構
造についても変化を見せている。第2次世界大戦後の東アジア経済は日本を経済成長のリーダー
として域内各国がキャッチアップする形で雁行型発展を続けてきたが、最近はコスト削減への要
請や域内諸国の技術力の向上等を踏まえ、我が国もかつてのフルセット型産業構造2から中国をは
じめとする東アジア諸国との多様なレベルでの分業構造への転換を進めている。その結果、特に
1990年代以降機械産業を中心に日本と東アジア諸国との間で工程間分業が進展し、企業の生産・
流通ネットワークが一国内だけでなく東アジア地域全体で構築されるようになり、地域内の相互
依存関係が新しい形で深まってきている。我が国の製造業の海外生産比率は年々増加し 2005 年
には売上高ベースで17.1%に達したが、なかでも近年はアジアにおける海外生産が増加しており、
地域別では北米を抜いて最大の海外生産対象地域となっている（図 1）。また、我が国製造業の
海外現地法人数もアジアを中心に増加している（図2）。 

                                            
2 国際的な比較優位にかかわらず全ての産業を国内に抱え込む産業構造。 
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出典：経済産業省「第３５回海外事業活動基本調査」 

図１：地域別海外生産比率の推移（国内全法人企業ベース（製造業）） 

 

 

 
出典：通商白書2006 

図２：我が国製造業の海外現地法人数の推移 

 
 
こうした貿易構造の変化は国際貿易理論においてフラグメンテーションと呼ばれるが、木村
（2005）は、労働力や資源などの比較優位に基づき生産ブロック（PB: Production Block）が分
散立地された工程間分業を成功させるためには、分散立地された生産ブロック間をつなぐ輸送・
通信や各種取引などのサービスリンク（SL: Service Link）にかかるコストの低減が鍵になると
している（図 3）。実際東アジアにおいては、在庫を減らし効率的な輸送を確保するため、ミル
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クラン輸送システム3をはじめとして、大手メーカー、部品製造事業者、組立事業者、輸送事業者
等がオンラインで結ばれ、リアルタイムで発注、生産、輸送を行うサプライチェーン･マネジメン
ト4の構築が積極的に行われるようになってきている。サービスリンク･コストを重視するフラグ
メンテーション理論は、今後益々経済連携が進むことが見込まれる東アジアにおいて航空市場の
あり方を考える際の重要な示唆を含んでおり、将来的に東アジアにおける生産・流通ネットワー
クを効率的に機能させていくためには、FTAで進められている関税の撤廃や貿易・投資の円滑化
のための措置のほかに、サービスリンクの構成要素である航空輸送に係るコストの低減（運賃の
低下や多便数化による総所要時間の短縮など広い意味でのコストの低減）も重要な課題として考
えていかなければならない。 

 

 
出典：通商白書2005 

図３：フラグメンテーション概念図 

 
工程間分業の例として、平塚（2006）は IT関連機器であるハードディスク・ドライブを挙げ、
様々な部品からなり高度な精密技術を必要とする同製品は完成までに多くの資源投入と工程とを
要するが、東アジア域内における人件費、技術力、税制などの比較優位を踏まえ、域内に所在す
る各企業が得意な工程に特化して生産・流通ネットワークを形成していることを示している（図
4）。このような国際的な工程間分業を機能させるためには、個々の部品を製造・組立する生産
ブロックを結ぶサービスリンクの信頼性が高くコストが低廉であることが必要である。この場合
のサービスリンク・コストとしては、工程間の製品の輸送費や業務調整にかかる通信費・旅費、
各国の関税や通商規制、取引契約の策定にかかる費用などが考えられる。東アジアにおいては、
最近このような IT 関連機器や精密機械に関する工程間分業が増加しているが、高付加価値品で
あるとともに、製品寿命が短く仕様の変更を頻繁に必要とするため、試作品・完成品の輸送や業
務調整のための出張などにおいて航空輸送が果たす役割は大きいと言えよう。最近の日本企業の
中には工程を分割せず事業の水平展開を図るところも増加してきているが、先端技術の研究、新
製品の開発、世界的な投資・生産・流通戦略の計画立案・指示は依然として日本国内で行ってお

                                            
3 乳業メーカーが牧場を順番に回ってミルクを集めるように、メーカーが必要とする原料・部品をサプライヤーから順番に
引き取りメーカーに輸送するシステム。 
4 原料の調達、製品の生産、物流・在庫管理、販売という、商品供給に関係する企業が生産・販売・在庫などの情報を共有
し一元的に管理するシステム。 
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り、海外とのヒト・モノの往来の必要性は基本的に変わらないと考えられる。こうした日本企業
の現地での活動をサポートするため、フォワーダー等の運輸業の東アジアにおける日系現地法人
数も近年増加傾向にある（表2）。 

 
出典：平塚（2006） 

図４：ハードディスク・ドライブの工程間分業の例 

 

表２：東アジアにおける運輸業の日系現地法人数 

（単位：法人数）
1995年 2000年 2004年

韓国 6 12 18
中国 59 110 194
香港 93 107 116
台湾 20 27 29
タイ 63 81 91
シンガポール 99 127 136
マレーシア 38 48 52  
出典：通商白書2006 

 
  こうした状況の中、日本をはじめ経済力の高まった韓国・台湾なども含めた中国・ASEAN諸
国への直接投資は年々増加し（表 3）、東アジア域内の国境を越えた生産・流通ネットワークが
拡大している。この結果、域内の貿易構造は緊密化し経済連動性が高まっており、各国とも経済
活動の安定的拡大を狙って制度面における経済連携の強化を模索している。東アジアは域内諸国
の政治的・感情的反目や政治体制・経済力の違いからこれまで国家間の経済連携や地域経済統合
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の動きが欧米と比べて遅かったが、最近は域内貿易が活発化しており、2004年の東アジアの域内
貿易比率は53.4%で、EUの65.7%には及ばないものの、NAFTA5の43.9%よりも高い水準とな
っている（図 5）。これまで最終消費地である米国への依存が強かった東アジアの経済構造は、
徐々に域内生産・域内消費の構造に変化してきており、今後中国市場が拡大を続けていけばこの
傾向は益々強まっていくと考えられる（向山, 2005）。こうした東アジアにおける貿易活動の緊
密化は、域内のヒト・モノの移動を活発化させるとともに、その移動を支える航空輸送サービス
の効率化を求めて域内諸国における航空市場の自由化や連携強化を促進する方向に働く可能性が
高い。 

表３：我が国の対外直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー） 

              （単位：百万ドル） 

 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 

アジア 2,152 7,819 8,191 4,961 10,552 16,188

北米 14,107 7,611 8,545 11,143 7,570 13,168

中南米 3,982 4,317 4,003 3,199 3,138 6,402

ヨーロッパ 11,066 18,077 9,903 8,349 7,525 8,230

その他 128 516 1,507 1,243 2,182 1,473

合計 31,436 38,340 32,149 28,895 30,968 45,461

出典：ＪＥＴＲＯ 

 
 

 
出典：通商白書2005 

図５：域内貿易比率の推移 

 

                                            
5 米国、カナダ、メキシコの3カ国で構成する自由貿易協定。 
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２．経済連携制度化の進展 

域内の経済活動の緊密化を踏まえ、FTAの空白地域と言われた東アジア地域においても、実態
的に進んでいる経済連携を制度化してより安定的かつ強固なものにするため、1990年代以降域内
諸国間でFTAを締結する動きが活発化している（図6）。1997年に起こったアジア通貨危機の
経験とその後の域内金融協力は東アジア諸国間の一体感を高めるとともに政策連携の重要性を認
識させ、その動きを一層加速させることとなった。FTAは、複数の国･地域が関税などの貿易障
壁を撤廃して自由な貿易を実現しようとするものであり、貿易量を変動させる静態的効果として
は貿易創出効果6、貿易転換効果7、交易条件効果8が、域内企業の生産・投資活動に影響を及ぼす
動態的効果としては市場拡大効果9、競争促進効果10、技術拡散効果11、国内制度革新効果12などが
挙げられる（梶田, 2002）。最近のFTAはモノの貿易自由化のみならず、動態的効果により企業
の生産性向上や国際競争力の向上を狙ってサービス、技術、投資など幅広い分野を対象とするも
のが増加している。WTOに通報された世界のFTAは1990年の27件から2006年3月には193
件に急増しているが、これは、自国を中心にFTA網を構築することにより自国市場の魅力を高
めようという能動的側面と、貿易・投資面において競争相手よりも不利な立場に置かれないよう
にしようとする防衛的側面から、FTAの締結競争とも言うべき状況が生じている結果である。 

 
 

 
出典：首相官邸ＨＰ 

図６：世界の主なＦＴＡ 

 

                                            
6 加盟国間の貿易障壁が撤廃されることで加盟国間の貿易が創出される効果。 
7 域内の貿易障壁が撤廃されることにより、効率的な非加盟国からの輸入が非効率な加盟国からの輸入に代替される効果。 
8 加盟国間の貿易量の拡大が非加盟国に対する影響力の増大をもたらし、加盟国の交易条件を改善させる効果。 
9 市場拡大による生産・流通面での規模の経済性が向上する効果。 
10 市場統合により域内の寡占企業が競争にさらされ生産性が向上する効果。 
11 域内の優れた技術や経営ノウハウが加盟国に移転される効果。 
12 加盟国間で国内規制・制度の見直しが行われ、その後も改革の逆流を抑止する効果。 
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ASEANにおいては1990年代以降に経済連携に向けた動きが加速し、91年に提唱された
ASEAN自由貿易地域（AFTA）の実現に向けて域内関税の撤廃に向けた取り組みが進められた
結果、2002年までにASEAN先発メンバー6カ国13の工業製品の域内関税はほとんどが5%以下
に引き下げられた。後発メンバー4カ国14についても順次同レベルまで引き下げることとなってお
り、今後の目標は、域内関税の完全撤廃のほか、投資の原則自由化、サービス貿易や熟練労働者
の域内移動の自由化、規格･基準認証制度の統一等の非関税障壁の縮小、物流インフラの整備など
とされている。1997年のASEAN非公式首脳会議で採択されたASEANビジョン2020では2020
年までにASEAN共同体15を創設することとされたが、2006年8月のASEAN経済担当大臣会
合ではそのうちのASEAN経済共同体を5年間前倒しして2015年までに創設するための作業を
促進していくことが合意された。このように経済連携に積極的なASEANは、首脳会合だけでな
く様々な政策分野の閣僚や事務レベルの会合を多く開催するとともに独自の事務局を持っており、
EUがそうであったように一国単位では発言力が小さいことを自覚し、単なるFTAの枠組みを越
え東アジアにおいて経済共同体に発展する現実味を帯びた地域であると考えられる（谷口, 2004）。
また、経済分野の構成要素である航空市場についても、後述のとおり東アジアの中では制度的枠
組み作りに積極的な姿勢が見られる。 
一方で、東アジアにおける主要国である日本・中国・韓国の間には、歴史認識や教科書・靖国
問題等をめぐり政治的･感情的な溝があり共同体意識が未だに醸成されない現状にあるが、政冷経
熱と言われるように経済面での相互依存関係は着実に深化しており、各国とも「東アジア共同体」
の主導権争いを睨みながら域内諸国との経済連携を模索している。最も積極的な中国は、2000
年のASEAN首脳会議における東アジア自由貿易圏構想の提案を手始めに、2002年にはASEAN
と包括的経済協力枠組み協定を調印し、2010年までにASEANとの自由貿易地域（FTA）を創
設することとした。この他、中国は 2001年以降海南島で東アジアの主要リーダーを招いて東ア
ジア経済圏の諸問題を討議するアジア･フォーラムを開催するなど、東アジア経済の主導権をとる
ために積極的な活動を展開している。これに対して日本も、2002年に東アジアコミュニティ構想
を提唱し東アジアにおける緩やかな協力体制の構築を呼びかけるとともに、日ASEAN首脳会談
において日 ASEAN 包括的経済連携構想に署名し、ASEAN との経済連携を図るための措置を
2012年までのできるだけ早い時期に実現することとした。同年にはシンガポールとの間に日本と
しては初めてとなるFTAも締結している（図 7）。韓国は 1998年に二国間・地域間FTAの締
結を積極的に推進することを政府決定していたが、国内経済界が消極的な姿勢のためその後の取
り組みは遅れており、日本と中国の動きを見て 2005年からASEANとの FTA締結交渉を開始
し2009年までに関税撤廃を実現することとなった。一方で、日・中・韓3国間でのFTAの取り
組みは、2003 年から始まった日韓間の交渉が先行しているものの、日中間・中韓間はそれぞれ
2004年・2005年から両国の共同研究が始まったばかりであり、政治的不信や経済的利害に関す
る相手国への警戒などのため対ASEANの場合と比べ動きは鈍い。 
このように、現在はASEANを軸に「ASEAN＋1（日・中・韓）」の経済連携が個々に進展し
ているが、1997年より「ASEAN＋3首脳会議」が毎年開催され様々な協力プロジェクトが打ち
出されるなど地域経済統合へのダイナミズムは着実に大きくなってきており、将来的には東アジ

                                            
13 シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン、インドネシア、ブルネイ 
14 カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム 
15 ASEAN共同体は、ASEAN安全保障共同体、ASEAN経済共同体、ASEAN社会･文化共同体の3つの共同体の形成を
通じて実現することとされている。 
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ア自由貿易地域（EAFTA）のような東アジアにおけるより統一的な経済連携の枠組みが形成さ
れていくものと考えられる。今後は、AFTAの域内関税撤廃の年であり、APECボゴール宣言に
よる先進国の貿易投資自由化目標期限でもある 2010年が域内経済連携の一つの節目の年となる
であろう。こうした東アジア域内の制度面での経済連携の進展は、通常 FTA 交渉の議題となっ
ていない航空市場にも影響を与え、その自由化や域内統合の機運を高めていく可能性がある。 
   

 
出典：通商白書2006 

図７：我が国のＦＴＡ推進のスケジュール 
 
３．観光交流等の人的交流の拡大 

東アジアの経済成長は、上述のような域内諸国間の経済連携を進めただけでなく、域内諸国
の所得水準の向上をもたらし、政治的安定や民主化の進展等と相まって東アジアにおける観光
交流も活発化させることとなった（表 4）。なかでも中国は、世界観光機関（WTO）の予測に
おいて2020年には年間1億3千万人を超える海外観光客を受け入れる世界最大のインバウンド
国、かつ、1億人の海外旅行者を送り出す世界第 4位のアウトバウンド国になるとされている。
我が国も観光を21世紀のリーディング産業と捉え、2010年までに訪日外国人客を1,000万人に
することを目標とするビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）を2003年から展開しており、
東アジアからの訪日外客が近年大きく増加している（表5）。観光は人的交流により相互理解の深
化につながるため、東アジア域内における政治的緊張緩和や経済連携の進展にも好影響を与える
ことが期待される。「東アジア共同体」の実現を考える上では課題とも言われる東アジア諸国の
多様性についても、文化的多様性は観光の売り物となるものであり、EU において週末等を利用
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した域内の気軽な観光交流が LCC の台頭を受けて拡大しているように、東アジアにおいても所
得水準の向上とともに交通・宿泊施設容量の拡大や費用の低廉化などが進めば観光交流は大きく
発展していくと考えられる。また最近では、我が国が中国に対する査証発給対象地域の拡大や韓
国・台湾に対する査証免除を実施しているほか、ASEAN諸国間においても査証免除が実現する
など、ヒトの移動に関する規制緩和が東アジア各国で進められており、観光交流への追い風とな
っている。さらに、日本アニメや韓国映画が東アジアにおいて広く流行したり、東京や上海のフ
ァッション・グルメが瞬時に東アジア主要都市に伝播し、これらに影響された若者たちがお互い
の都市を訪問しあうなど、新しい観光交流のスタイルも増えてきている。 

表４：世界の観光需要の将来予測

年平均成長率（％）

１９９５年 ２０１０年 ２０２０年 １９９５年 ２０２０年 1995年－2020年

ヨーロッパ 336 527 717 59.8 45.9 3.1

アメリカ 110 190 282 19.3 18.1 3.8

東アジア大洋州 81 195 397 14.4 25.4 6.5

南アジア 4 11 19 0.7 1.2 6.2

中東 14 36 69 2.2 4.4 6.7

アフリカ 20 47 77 3.6 5.0 5.5

世界合計 565 1006 1561 100.0 100.0 4.1

シェア　　（％）観光客数　　（百万人）

 
出典：世界観光機関（ＷＴＯ） 

 

表５：地域別訪日外客数の推移 

（単位：人）
２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 シェア

アジア 3,085,239 3,417,774 3,511,513 4,208,095 4,627,478 68.8%

（韓国） (1,133,971) (1,271,835) (1,459,333) (1,588,472) (1,747,171) (26.0%)

（台湾） (807,202) (877,709) (785,379) (1,080,590) (1,274,612) (18.9%)

（中国） (391,384) (452,420) (448,782) (616,009) (652,820) (9.7%)

ヨーロッパ 615,130 671,495 648,495 726,525 798,791 11.9%

北米 835,465 893,971 798,358 923,836 997,809 14.8%

南米 30,672 33,627 25,987 27,238 34,331 0.5%

オセアニア 185,684 200,789 206,994 231,877 244,894 3.6%

アフリカ 17,156 19,353 19,015 19,520 23,655 0.4%

無国籍・その他 2,209 1,954 1,363 814 968 0.0%

合計 4,771,555 5,238,963 5,211,725 6,137,905 6,727,926 100.0%
（注）韓国、台湾、中国はアジアの内数。  
出典：国際観光振興機構（ＪＮＴＯ） 

 
一方で、経済社会のグローバル化や経済連携の進展は国際的なヒトの移動も活発化させており、
現在我が国には東アジアからの外国人を中心に約200万人の登録外国人が居住しているほか（表
6）、少子高齢化の進展や2007年以降の団塊世代の大量退職に対処するため、専門的な知識や技
能を有する高度人材の海外からの受け入れ拡大も模索されている。同様に東アジアにおける在留
邦人数も増加しており、特に日本企業の進出が増加している中国の伸びが近年著しい（表7）。
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今後も東アジアへの日本企業の進出は拡大する見込みであり、東アジアにおける在留邦人数は一
層増加することが予想される。また、東アジアから我が国への留学生の受け入れ数や我が国から
東アジアへの留学生数も着実に増加しており、これら東アジアにおける在留邦人や日本に滞在す
る東アジアからの外国人の帰省や友人・親戚との往来訪のための交流は今後とも拡大していくと
考えられる。 

表６：地域別外国人登録者数の推移 

２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 シェア

アジア 1,244,629 1,311,449 1,371,171 1,422,979 1,464,360 74.2%

（韓国・朝鮮） （635,269） （632,405） （625,422） （613,791） （607,419） (30.8%)

（中国） （335,575） （381,225） （424,282） （462,396） （487,570） (24.7%)

南米 312,921 329,510 334,602 343,635 358,211 18.1%

北米 58,100 60,492 63,201 63,271 64,471 3.3%

ヨーロッパ 47,730 51,497 55,288 57,163 58,429 3.0%

オセアニア 12,839 14,697 15,898 16,076 16,131 0.8%

アフリカ 8,214 8,876 9,694 10,060 10,319 0.5%

無国籍 2,011 1,941 1,904 1,846 1,826 0.1%

合計 1,686,444 1,778,462 1,851,758 1,915,030 1,973,747 100.0%
（注）韓国・朝鮮、中国はアジアの内数。

（単位：人）

 
出典：法務省 

 

表７：海外在留法人数の推移 

（単位：人）
２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 シェア

アジア 173,824 187,952 206,521 234,734 260,747 25.8%

（中国） (53,357) (64,090) (77,184) (99,179) (114,899) (11.3%)

ヨーロッパ 145,342 155,696 158,548 165,825 169,775 16.8%

北米 347,389 352,358 369,639 380,228 397,585 39.3%

南米 103,782 102,629 101,894 100,486 98,401 9.7%

オセアニア 56,205 61,698 63,018 67,887 72,871 7.2%

アフリカ 5,879 5,770 5,541 6,028 6,069 0.6%

その他 5,323 5,648 5,901 6,119 7,099 0.7%

合計 837,744 871,751 911,062 961,307 1,012,547 100.0%
（注）中国はアジアの内数。  
出典：外務省 

 
我が国は島国であるため、以上のような国際的なヒトの交流はほとんどが航空輸送によって行
われるが、今後の航空市場のあり方を考える際には、製造業等の経済活動における航空利用のみ
ならず、観光交流や友人・親戚との往来訪などの私的な航空利用についても十分に配慮していく
ことが必要である。我が国への訪日外客数も、近年観光目的の割合が急速に拡大している（表8）。
これら私的利用客は価格に敏感なグループであり、欧米で LCC がこれら私的利用のニーズを捉
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えて急成長したように、東アジアにおいても私的航空需要の拡大とともに LCC に対するニーズ
が高まっていくものと考えられる。 

表８：目的別訪日外客数の推移 

２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年

観光 2,717,422 3,095,326 3,055,340 3,839,661 4,368,573

(57.0%) (59.1%) (58.6%) (62.6%) (64.9%)

業務その他 1,910,291 2,006,553 2,013,874 2,165,803 2,284,466

(40.0%) (38.3%) (38.6%) (35.3%) (34.0%)

一時上陸 143,842 137,084 142,511 132,441 74,887

(3.0%) (2.6%) (2.7%) (2.2%) (1.1%)

合計 4,771,555 5,238,963 5,211,725 6,137,905 6,727,926

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

単位：人（カッコ内はシェア）

 
出典：平成１７年度観光白書 
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－15－  

Ⅲ．東アジア航空市場の将来像 

１．航空市場自由化の概観 

世界の航空市場の制度的枠組みについては、1944 年に締結された国際民間航空条約（シカゴ
条約）が領空主権の確認や航空機の安全運航のために取るべき措置など民間航空機の運航に関す
る国際的な基本原則を定めたが、運輸権、路線、輸送力、運賃、運航会社等といった航空市場を
規律する重要事項については、強力な航空産業を背景に自由な航空市場を望む米国と航空産業が
壊滅状態にあり保護育成的な立場をとる欧州主要国との間で調整がつかず多国間協定として合
意するには至らなかった。このため、航空輸送サービスに係る具体的な枠組みについては、その
後 1946年に米国と英国の間で締結されたバミューダ協定をモデルとして形成された二国間協定
において詳細に規定されることとなった。二国間協定では、運輸権、路線、輸送力、運賃、運航
会社等について当時国の合意に基づく内容が定められ、通常互恵主義の理念に基づく双方の権益
の交換という形がとられている。このような二国間協定は、航空輸送が安全保障等の重要な国家
戦略と密接に関係し国営または準国営の航空会社に航空輸送サービスが独占されていた 1980年
代半ば頃までは国家間の権益の交換により航空市場の秩序を維持するという役割を果たしてい
たと考えられるが、現在のように航空輸送サービスが大衆化するとともに航空会社の民営化が進
み一国に複数の航空会社が存在することが珍しくない状況においては、制約的な内容がかえって
航空輸送の発展を阻害し、また、競争が抑制されることにより非効率な企業による市場の独占・
寡占が黙認されるなどのマイナス面が指摘されるようになってきている。世界的にアライアンス
の形成が進み、航空協定の内容について先発企業と後発企業で利害が対立するケースが増えてき
ていることも‘トラディショナルな二国間協定’の見直しが求められる要因であろう。最近は、
航空市場の統合を実現したEUをはじめ少なからぬ国において、航空政策の軸足が航空産業の保
護から利用者便益の拡大や国家全体の経済成長に対する貢献へと移ってきており、中には効率的
な航空輸送サービスを提供し経済社会活動の発展に寄与するならば、航空会社の国籍にはこだわ
らないという考え方も出始めている（Oum, 2004）。 
航空市場の自由化にいち早く取り組んだのは、1978 年に航空規制緩和法を制定し、国内市場
の路線、運賃に関する規制を段階的に撤廃した米国であった。この結果、国内航空市場は主に安
全運航と公正競争を確保する観点からの規制だけが残り、新規参入と運賃設定は自由に行うこと
ができるようになった。米国の規制緩和は、新規参入や市場における航空会社間の競争を促進す
ることにより航空輸送サービスの効率化を進め、運賃の低下やサービスの多様化という効果を実
現したことにより、その後の欧州をはじめ世界各地における航空市場の自由化に大きな影響を与
えることとなった。また、米国は国内航空市場の自由化と同時に国際航空市場の自由化に関する
大統領声明を発表して、チャーター輸送の自由化、定期輸送における運輸権・輸送力の自由化、
運賃規制の緩和、指定航空会社の複数化等を進めることとし、1978 年にオランダとの間に輸送
力の自由化や運賃設定の弾力化などを内容とする新たな二国間協定を締結したのを手始めに二
国間協定の見直しを推進した。1990 年代以降は自国の強力な航空産業を背景により一層自由な
国際航空市場を求めて、二国間協定の自由化（路線・輸送力の制限撤廃、第5の自由の制限撤廃、
運賃の双方不承認制、航空会社の複数指定等）を目指すオープンスカイ政策を展開しており、米
国とオープンスカイ協定を締結する国は2005年11月現在では74カ国・地域となった（図8）。
他にもオーストラリアとニュージーランド16など米国以外の国同士がオープンスカイ協定を締結

                                            
16 オーストラリアとニュージーランドのオープンスカイは、カボタージュの開放を含んでいる。 
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する事例も増えており、現在世界のオープンスカイ協定数は100程度となっている。中には、米
国、ブルネイ、チリ、ニュージーランド、シンガポールの5カ国のように多国間のオープンスカ
イ協定を締結している例もある（図 9）。また、オープンスカイ協定までいかなくとも、近年の
航空需要の拡大に対応して、輸送力の自由化や指定航空会社の複数化など二国間協定の内容を弾
力化する動きが我が国を含む世界各国で進展している。こうした世界的な国際航空市場の自由化
の潮流の中で、最も自由化を進展させたケースはEUによる航空市場の統合であるが、これにつ
いては２．で触れることとする。 

 

 
（注）本図は２００４年８月現在のもの（６２カ国･地域） 

出典：国土交通省航空局 

図８：米国とのオープンスカイ締結国 

 
 

ＡＰＥＣ
「より競争的な航空サービス に向けての８オプション」

航空企業の所有・支配要件の緩和
運賃の弾力化　　　 　　　　　　　　　
営業上の障害の除去　　　　　　　　
等 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＡＰＥＣ各エコノミーがそれぞれの事情に応 じて自主的に実行

ＡＰＥＣ
「より競争的な航空サービス に向けての８オプション」

航空企業の所有・支配要件の緩和
運賃の弾力化　　　 　　　　　　　　　
営業上の障害の除去　　　　　　　　
等 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＡＰＥＣ各エコノミーがそれぞれの事情に応 じて自主的に実行

インドシナ４カ国
２００３年に自由化協定署名

ベトナム　　　ミャンマ ー

　ラオス　　　 カンボジア

ＡＳＥＡＮ航空貨物ＭＯＵ
貨物専用便について の複数国間の枠組み

ＡＳＥＡＮ１０ カ国が２００２年９月 に署名

ミャンマ ー　　　　ラオス　　　

　　タイ　　　　ベトナム
フィリ ピン　　　　 カンボジア

　マレイシア　　　　シンガポール

　ブルネイ　　　　 インドネシア

ブルネ イ、シンガ ポール、タイ

２００４年航空貨物自由化協定署名

ＭＡＬＩＡＴ
Mult i late ral Agre emen t on  the  Libe ralizat ion  o f 

In te rn atio nal Air  T ran spor tation ：多国間自由化協定

アメリ カ合衆国　　ブル ネイ　　 チリ　　ニュ ージーラン ド
シンガポール　　ペルー　　サモア　　トンガ

• 複数国型のオープンス カイ協定
• 競争条件の格差、独占・寡占の助長等の問題

ＭＡＬＩＡＴ
Mult i late ral Agre emen t on  the  Libe ralizat ion  o f 

In te rn atio nal Air  T ran spor tation ：多国間自由化協定

アメリ カ合衆国　　ブル ネイ　　 チリ　　ニュ ージーラン ド
シンガポール　　ペルー　　サモア　　トンガ

• 複数国型のオープンス カイ協定
• 競争条件の格差、独占・寡占の助長等の問題

出典：国土交通省航空局 

図９：アジア太平洋における多国間枠組みによる航空自由化の状況 
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このようにオープンスカイ協定の締結や二国間協定の弾力化が拡大することにより、国際航空
市場においても参入や路線・運賃の設定等がより自由に行える環境が整ってきているが、反面、
企業数が増加することにより運賃・サービス面での航空会社間の競争は激しさを増している。各
航空会社は競争力の強化を図るため、コスト削減を進めるとともに航空ネットワークの拡充をは
じめとするサービス向上に努めているが、最近ではアライアンスの形成、国際的資本提携、海外
子会社の設立等の手法を用いたグローバルな経営戦略の展開が増えてきている。こうした状況に
おいて、事業活動に対して制約的に作用する諸規制を多く抱える国の航空会社は、より自由度の
高い国の航空会社に比べ経営戦略上の選択肢が限定され競争力向上の面で後れをとる可能性が
ある。また、二国間協定における指定航空会社は当該国の実質的所有・支配がなければならない
とする国籍ルールや各国の外資規制の存在も、国境を越えた合併･買収や海外子会社の設立を難
しくしている。これに対して、競争環境を整備し効率的な航空輸送サービスの実現を図る観点か
ら、国籍ルールや外資規制の緩和を検討する国も徐々に出てきており、航空市場を統合し域内共
通免許制を導入したEUはその代表例である。共通免許制の導入により、EUにおいては一度い
ずれかの加盟国で免許を取得すればその後域内において自由に航空ネットワークを形成するこ
とができるようになった。2003年に開催された ICAO第 5回世界航空輸送会議においては、航
空市場において生じているこれら世界的な自由化、民営化、グローバル化の動きや競争の激化に
航空会社が適切に対応できるようにするため、加盟国が実質的所有･支配の原則を緩和し事業拠
点ベースでの航空会社指定について認めるよう検討すべき旨の勧告が出された。また IATA も、
2001 年の米国同時多発テロ以降厳しさを増している航空会社の経営状況を踏まえ、国境を越え
た資金調達やグローバルな事業展開を円滑に行うことができるよう、航空会社に対する外資規制
の緩和について関係者への働きかけを強めている。 

 
２．欧州における航空市場の自由化 

  欧州における航空市場の自由化は、1984年にイギリスとオランダとの間で輸送力制限の撤廃や
運賃の双方不承認制などを内容とする二国間協定の見直しを契機として開始され、その後多国間
の航空市場の自由化が欧州連合（EU）の形成と連動しながら大きく分けて 3 段階に分けて実施
されることとなった（表9）。段階的アプローチは、航空市場の自由化が小国も含めて各国に存在
していたナショナルフラッグ・キャリアの既得権益を脅かす可能性があり漸進的に物事を進める
必要があると考えられたためであろうことは想像に難くない。段階的自由化は、既存の航空会社
の保護という小さな目的を超えて航空市場全体の発展という大きな目的に向けて軟着陸を図るた
めに、不利益を被ることが予想された既存の航空会社に新しい競争条件の下で活動していくため
の準備期間を与えるためのものであった。 

1988 年 1 月に発効したパッケージⅠにおいては、市場における規制を一部緩和して航空会社
間の競争を促進する観点から、輸送力配分の弾力化、第5の自由の制限緩和、高需要路線におけ
る参入自由化、一定の範囲内での運賃の自動認可制が導入された。その後1990年11月にはパッ
ケージⅡが発効し、パッケージⅠよりもさらに規制の要件が緩和され自由度が拡大することとな
った。1993年 1月に発効したパッケージⅢは最終段階として、輸送力、第 5の自由、運賃に係
る制限が撤廃されるとともに、域内共通免許制度の導入が実施された。カボタージュについては、
既存の航空会社への影響が大きいことからパッケージⅠ、Ⅱでは認められなかったが、パッケー
ジⅢにおいては自由化されることとなり、猶予期間を経て 1997年 5月から完全自由化がなされ
た。 
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表９：欧州における航空市場の段階的自由化 

定期旅客、チャーター、貨物に関する
全ての運賃を自由化。
ただし、企業コストに比して過度に高
い運賃あるいは略奪的な過度に低額
の運賃は、各国、ＥＵ委が介入して差
し止めるsafeguard条項付き。

ダブル・アプルーバル（発着国双方の認可
で発効）。
ただし、基準運賃の30～105%においては
自動認可。また、105%を超える運賃はダブ
ル・ディスアプルーバル（発着国いずれか
一方のみの認可で発効）。

ダブル・アプルーバル（発着国双方の認可
で発効）。
ただし、基準運賃の45～95%においては自
動認可。

3.運賃

域内共通運航免許（ＥＣ免許）規定の
設定。
EC免許を受けた事業者は自由。

域内の国際線に開放されている空港間に
おける一定の需要のある国際線への参入
は自動認可。

域内特定２国間の主要空港間及び主要空
港と地方空港間における一定の需要のあ
る路線への参入は自動認可。

2.市場参入

二国間輸送に係る制限を撤廃。

第５の自由による輸送は完全自由化。

97年4月までは、自国発着便に接続し
た他国国内区間運航は、輸送力の
50%まで可。5月以降は完全自由化。

対前年のシェアから7.5%まで増便を認める
こと。また、7.5%枠にかかわらず、相手国
航空企業の輸送力シェアが60%に達するま
では増便を認めること。

第３／４の区間における全輸送力の50%ま
で承認する義務あり。

相手国航空企業の輸送力シェアが次の比
率を下回る場合は当該比率に達するまで
増便を承認する義務あり。
55%（88年 1月以降）→60%（89年10月以降）

第３／４の区間における全輸送力の30%ま
で承認する義務あり。

1.輸送力
・第３／４の自由

・第５の自由

・ｶﾎﾞﾀｰｼﾞｭ

＜パッケージⅢ＞
１９９２年 ６月採択
１９９３年 １月発効

＜パッケージⅡ＞
１９９０年 ６月採択
１９９０年１１月発効

＜パッケージⅠ＞
１９８７年１２月採択
１９８８年 １月発効
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＜パッケージⅢ＞
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＜パッケージⅡ＞
１９９０年 ６月採択
１９９０年１１月発効

＜パッケージⅠ＞
１９８７年１２月採択
１９８８年 １月発効

 
出典：国土交通省航空局 

 
EU による航空市場の改革は、域内の航空会社間の競争を促進しただけでなく、それまで各国
ごとに分断されてきた市場を統合し広大な単一航空市場を誕生させることによってM&A等の国
境を越えた経営戦略の展開を活発化させることとなった（表 10）。この結果、運賃の低下やサー
ビスの多様化など利用者便益の向上がもたらされるとともに、競争力の低い企業は経営効率の改
善を迫られ、改善がうまくいかない場合には市場からの退出を余儀なくされた。また、域内共通
免許制の導入はこれまでの実質的所有・支配という国籍ルールの主体を各加盟国からEUに移行
させることとなり、「EU国籍」航空会社のEU域内における事業展開を容易にさせた。ライアン
エアやイージージェットなどの LCC が急速に事業を拡大することができた背景には、参入・運
賃規制の自由化のほかに域内共通免許制の存在が大きい。これにより両社は、各国ごとに面倒な
事業許可手続を経ることなくEU域内に次々と拠点空港を設置し、当該拠点空港を核とするポイ
ント・トゥ・ポイント運航のネットワークを短期間のうちに構築することが可能となった。また、
域内共通免許制の導入とあわせて行われた外資規制の緩和17により、資金調達や資本提携を検討
する際の可能性がEU域内だけでなく世界的な広がりを持つようになった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                            
17 EU加盟国からは100%、EU域外国からは50%未満まで緩和された。 
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表１０：航空自由化以降の欧州航空業界の主な動き 

 形態 国籍 主な動き 

イージージェット LCC 英国 1995年運航開始 

ヴァージンエキスプレス LCC ベルギー 1996年運航開始 

ジャーマンウィングス LCC ドイツ 2002年運航開始 

GO（BAの子会社） LCC 英国 1997年運航開始 

2002年イージージェットへ売却 

BUZZ（KLMの子会社） LCC オランダ 2000年運航開始 

2003年ライアンエアへ売却 

サベナ航空 FSA ベルギー 2001年倒産 

スイス航空 FSA スイス 2001年倒産 

エールフランス－KLM FSA フランス、オランダ 2004年経営統合 

Air UK リージョナル 英国 1997年KLMが100%子会社化 

Deutch BA リージョナル ドイツ 1997年BAが100%子会社化 

 
 航空自由化が欧州の航空市場に与えた影響については、1997年のパッケージⅢによるカボター
ジュ完全自由化以降にLCCの輸送実績が伸びていることが注目される（図10）。これは、欧州
定期航空協会（AEA）加盟の大手航空会社の輸送実績が2001年の米国同時多発テロ以降不採算
路線からの撤退やLCCとの競争激化の影響により伸び悩んだのに対して、LCCがロンドンを中
心とした高需要路線のほか大手航空会社撤退後の路線にも積極的に参入し業容を拡大した結果で
ある（Dennis, 2003）。また、図11を見ると1980年代は世界の定期航空会社と欧州の定期航空
会社の旅客数の伸び率に大きな違いはないが、欧州航空自由化のパッケージⅢが発効した 1993
年以降は欧州の定期航空会社の伸び率が世界の定期航空会社の伸び率を相当程度上回って推移し、
米国同時多発テロが起きた2001年以降は欧州においてLCCが大手航空会社に代わってシェアを
拡大していることが分かる。 
航空市場自由化後の米国で6大メガキャリア（アメリカン、ユナイテッド、デルタ、ノースウ
エスト、コンチネンタル、ＵＳエアウェイズ）が規模を拡大していったように、EU 航空市場統
合による競争激化の中で欧州の大手航空会社は、M&A やアライアンスの形成により規模の拡大
や航空ネットワークの充実を図り、利用客の確保やプライス・リーダーシップの獲得を目指すよ
うになった。この結果、航空会社の再編・集約が進み、航空ネットワークは有力な航空会社（ブ
リティッシュ・エアウェイズ、ルフトハンザ、エールフランス－KLM）の拠点にあわせてロンド
ン、フランクフルト、パリ、アムステルダムといったヨーロピアン・ハブへの集中が進んでいる。
反対に、航空市場が分断されていた時代にはナショナル・ハブとして多方面への路線を有してい
たベルギーのブリュッセル空港やアイルランドのダブリン空港などは、ナショナルフラッグ・キ
ャリアの倒産・衰退によってグローバルな航空ネットワークから外されてヨーロピアン・ハブか
らのフィーダー路線に位置づけられることとなった。このようにヨーロピアン・ハブになれなか
った都市においては、航空ネットワークの縮小が地域の産業立地や経済社会活動に対して負の影
響を及ぼすことが懸念されている（Dennis, 2005）。 
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出典：国土交通省航空局 

図１０：欧州航空市場における旅客数の推移 

 

 
出典：国土交通省航空局 

図１１：世界と欧州の航空会社の旅客数の伸び率 

 
以上のように、EU 域内においては「EU 国籍」の航空会社が自由に事業を展開できる環境が
整備されることとなったが、域外国との間では依然として各国ごとの二国間協定による枠組みは
維持されたままである。これに対して、EU 加盟各国が米国との間に締結したオープンスカイ協
定を巡る「オープンスカイ訴訟」において 2002年に欧州司法裁判所が、各加盟国による二国間
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協定の締結はEUの排他的対外権限を侵害するとともに国籍条項が機会均等原則に抵触すると判
断したため、米国との間ではEUが包括的な航空交渉の権限を得ることとなった。これを受けて、
EUと米国はそれまでの各加盟国ごとの二国間協定をEUと米国の間の「二国間協定」に改める
ための交渉を行い、2005年11月に国籍条項の廃止や輸送力・第5の自由の制限撤廃などを内容
とする新たな航空協定について基本合意に達した18。今後は、EU と米国の航空市場を統合し、
カボタージュを含むオープンアビエーション・エリア創設の可能性について検討していくことと
されている。将来、世界の二大航空市場の間でオープンアビエーション･エリアの枠組みが成立し
た場合には、世界の航空市場に与える影響は非常に大きいものとなろう。 

 
３．東アジアにおける航空市場の動向 

東アジアにおいては、中国をはじめとする域内各国の経済発展や経済連携の進展に伴い、航空
需要も近年急激に成長している。ICAOの将来予測によれば、アジア太平洋地域における航空需
要の2002年から2015年の平均伸び率は旅客で年6.1%、貨物で年6.4%と、いずれも世界平均（旅
客4.4%、貨物5.5%）を上回るものとなっている（表11）。 

表１１：世界の航空需要予測 

 1992年 2002年 2015年 1992年－2002年 

平均伸び率 

2002年－2015年

平均伸び率 

アジア太平洋 

旅客（10億人キロ） 409 785 1,700 6.7% 6.1% 

貨物（10億トンキロ） 19 42 95 8.0% 6.4%

世界平均 

旅客（10億人キロ） 1,928 2,942 5,120 4.3% 4.4% 

貨物（10億トンキロ） 63 117 234 6.4% 5.5%

 出典：ICAO 

 
東アジアにおける航空市場の自由化については、ASEAN が FTA の推進と同様に積極的であ
り、経済社会活動を支える役割を果たす航空市場の統合を全体的な経済統合を成功させるための
重要な手段の一つとして位置づけている。ASEANの各種宣言・合意文書においても航空市場の
自由化について度々言及がなされ、1995年のASEAN首脳会議において交通･通信分野の協力事
項としてオープンスカイ政策の推進が合意されているほか、1997年に採択された ASEANビジ
ョン2020においてもオープンスカイ政策の推進が確認されている19（Forsyth et al, 2006）。そ
の後は、交通担当大臣会合等において自由化へ向けた具体的な検討がなされており、2002年には
旅客分野に先行して ASEAN域内の航空貨物の暫定的自由化が実現したほか、2003年には域内
航空市場の段階的自由化の取り組みについての工程表が策定された（表12）。 

                                            
18 当初2006年10月からの発効を予定していたが、米航空会社への外資規制緩和を巡って最終合意に至っておらず、未だ
発効していない。 
19 この他にも、カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムの4カ国（CLMV諸国）間で締結された多国間オープンスカイ
協定など、地域的な航空市場自由化の取り組みが存在するが、航空市場が小さい国家間のものであり、東アジアの航空市場
全体に与える影響は小さいと考えられる。 
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表１２：ＡＳＥＡＮにおける航空自由化の段階的アプローチ 

自由化の内容

フェーズ１（2005-2007） ・運賃の双方不承認制

・指定航空会社を２社化

・第３・第４の自由の制限撤廃

・航空会社の実質的所有を国家からＡＳＥＡＮに移行

・第２ゲートウェイ空港へのアクセス（目標）

フェーズ２（2008-2010） ・運賃の自由化

・指定航空会社の複数化

・第２ゲートウェイ空港へのアクセス

・チャーター航空の自由化

フェーズ３（2011-2012） ・航空会社の実質的所有を業務拠点ベース化

・ＡＳＥＡＮ域内の航空会社による第５の自由の制限撤廃
（注）航空貨物については別途調整中  
出典：Forsyth et al（2006） 

 
この他、二国間でオープンスカイ協定を締結する動きが東アジアにおいても進展しており、中
には上述のとおり 2000年に米国、ブルネイ、チリ、ニュージーランド、シンガポールの間で締
結された多国間のオープンスカイ協定も出現している（表13）。 

表１３：アジア太平洋におけるオープンスカイの広がり 

オープンスカイ協定の締結国
１９９６年オーストラリア－ＮＺ
１９９７年シンガポール－ＮＺ

シンガポール－米国
ブルネイ－米国
台湾－米国
ＮＺ－米国
マレーシア－米国

１９９８年マレーシア－ＮＺ
韓国－米国

２０００年ＡＰＥＣ内多国間オープンスカイ（米国、ブルネイ、チリ、ＮＺ、シンガポール）
２００１年マレーシア－タイ
２００３年中国－タイ

シンガポール－オーストラリア
ＣＬＶＭ間多国間オープンスカイ（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム）

２００４年香港－タイ
２００５年インド－米国

シンガポール－バーレーン  
 
中国の航空市場は、1979年以降開放政策に従って規制緩和が検討され始め、段階的に規制緩和
が進められた結果、現在 3 つの航空会社(中国国際、中国東方、中国南方)を中心として急速に成
長しており、2004年には旅客輸送実績と貨物輸送実績の両部門で世界第3位20となった。今後の

                                            
20 ICAOデータ。2005年には米国に次ぐ世界第2位の航空大国になることが見込まれている。 
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経済成長や所得水準の向上、広大な国土と未発達なインフラという地理的状況などを踏まえると、
中国は将来米国並みの航空大国になることはほぼ間違いないであろう。これまで中国航空当局は、
自国の航空会社が弱体であったことや国内外の旅客の流動がアンバランスだったため保守的な態
度を取り続けていたが、最近は世界の航空市場自由化の動向も踏まえ、経済成長を維持していく
ためには経済社会活動を支える効率的な航空輸送サービスの確保が必要であるとして航空市場の
自由化を徐々に進めている（Zhang, 2005）。この結果、2004年には奥凱航空や春秋航空など5
つの新規航空会社が事業許可を受け、国内市場の競争が促進されるとともに運賃も低下傾向を示
すようになってきている。このような政策の変化は、2004 年 7 月に締結された新米中二国間協
定においても読み取ることができる。新協定では、両国間の旅客便数を 2010年までに概ね 5倍
に拡大するとともに、2007年以降の措置として一定の要件を満たした航空会社には無制限の輸送
力と第7の自由が与えられる「貨物ハブ空港」の利用を認めることとした。こうした貨物分野の
自由化により中国は、弱体な航空貨物分野を新広州空港の拠点化を進めるフェデックスなど米国
の航空会社により補い、経済連携が進む東アジア諸国との間の航空物流を確保することを狙って
いると考えられる。また、外資規制も緩和され、翡翠国際貨物航空21など外国資本を導入した貨
物航空会社も設立されている。 
韓国の航空市場は、長年大韓航空による独占体制が続いてきたが、1980年代後半以降自由化が
検討され始め、1988 年に第 2 の航空会社としてアシアナ航空が誕生した。その後も国内航空市
場の規制緩和が段階的に行われ、1999年には運賃の自由化が実現することとなった。国際航空市
場については、1998年に米国とオープンスカイ協定を締結し第 5・第 7の自由を開放したほか、
ソウル仁川空港を東アジアの貨物ハブ空港に育てるため特に航空貨物の自由化に積極的に取り組
んでおり、現在 11カ国との間で航空貨物の自由化を進める二国間協定を締結している（Zhang, 
2005）。これにより、大韓航空はソウル仁川空港を拠点として航空貨物輸送ネットワークを拡大
し2004年・2005年の2年連続で貨物輸送実績世界第1位の航空会社となった。韓国航空当局は、
国土が狭い上に最近の高速鉄道の整備により国内航空市場が存亡の危機に立たされていることを
踏まえ、国際航空市場に活路を見出すため、東アジアにおける航空市場の自由化・統合に前向き
な姿勢を示している。中韓間については、2006 年 6 月の二国間協定見直しで一部の路線（韓国
全地域～中国山東省）において便数や運賃が暫定的に自由化されることとなり、効果が確認され
れば対象地域を拡大していくこととされた（東亜日報, 2006）。これを受けて現在、韓国－中国
山東省間の路線は航空会社間の競争が激化し、便数が増加するとともに運賃は低下傾向を示して
いる。また、中国航空市場の拡大とその中での LCC のシェア拡大を見込んで、大韓航空が中国
の新規航空会社である奥凱航空との提携関係強化を進めていると言われる。 
  我が国の航空市場は、2000年に需給調整規制の撤廃や運賃の自由化を内容とする抜本的な規制
緩和が行われた結果、新規参入航空会社が増えて競争が促進され、運賃の低下やサービスの多様
化といった効果が上がってきている。ただし、航空市場の自由化は主に国内市場に限られており、
国際航空市場の自由化については、首都圏空港の発着枠に制約があることや大きな国内市場を抱
えているため、他の東アジア諸国に比べより慎重な対応をとっている。しかしながら、我が国も
東アジアにおける航空需要の増大に対応するため二国間協定の弾力化に努めており、2006 年 7
月には日中間の二国間協定を見直し、輸送力の増加（旅客分野：2 割増、貨物分野：倍増）や指
定航空会社数の拡大（6社→13社）などを実現した。また、日韓間では旺盛なビジネス需要に対

                                            
21 深セン航空、ルフトハンザカーゴ、ドイツ投資＆開発の3社による合弁企業。 
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応するため2003年11月より羽田空港－ソウル金浦空港間のシャトル便サービスが開始されたが、
好調な利用を受けて2005年8月からは便数が1日当たり4便から8便に増便されることとなっ
た。今後、2009年度には羽田空港と成田空港の容量が拡大し、羽田空港では近距離国際線や深夜･
早朝貨物便の就航も予定されていることから、将来的に首都圏のみならず我が国全体の航空ネッ
トワークが国内線・国際線を含め大きく変化していく可能性が高い。我が国の大手航空会社も、
B787 や B737 といった中小型機の割合を増やし、東アジアにおける航空ネットワークの拡大を
模索しているところである。一方で、東アジアにおける物流の活発化を反映して航空貨物の重要
性も高まってきており、フレーターの機材数も増加傾向にある22。また、日本郵船による NCA
の子会社化やANAと日本郵政公社の合弁によるANA&JPエクスプレスの設立など、最近は海
運会社やフォワーダーなどを巻き込んでインテグレーター機能の確保を目指す動きが活発化して
いる。 

 
４．東アジア航空市場の将来像 

近年、国内航空市場に限らず国際航空市場においても自由化が世界的な流れとなっているが（表
14）、東アジアにおける航空市場の枠組みとして一般的である‘トラディショナルな二国間協定’
は、上述のとおり多くの場合、運輸権、路線、輸送力、運賃、運航会社等の面で制約的な性格を
有しており、結果として東アジアの航空市場は分断的に構成され競争の阻害や非効率な航空ネッ
トワークの形成につながりやすい状況となっている（Oum and Lee, 2002）。また、市場が分断
されているため、製造業のように地域内の比較優位に基づく国際的分業（マルチハブ・ネットワ
ークの形成）が難しく、各国航空会社のネットワークは通常本国の一つまたは二つのハブ空港に
集中し、小さなハブ・アンド・スポークシステムが国ごとに細切れに形成されている。このため、
日本のように労働費用の高い国の航空会社は競争力の面で不利にならざるを得ない。航空市場の
分断により東アジアの航空会社がネットワークを拡大できない状況が続くと、自由化を先行させ
メガキャリアの形成が進んでいる欧米の航空会社や米国・シンガポールのようにオープンスカイ
のメリットを享受する一部の国の航空会社との競争力格差が拡大していくことが考えられ23、ア
ライアンスの形成など世界的な経営戦略の展開において我が国の航空会社が不利な立場に置かれ
ることも十分に考えられる。 

                                            
22今後、旅客機の機材の小型化が進むと貨物スペースが減少するため、フレーターの機材数は一層増加するものと考えられ
る。 
23 ノースウエストなど米国の航空会社は、アジアにおいて豊富に有する第５の自由を活用して成田空港等をハブとしたアジ
ア地域内の航空ネットワークを形成している。 
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表１４：航空市場を規律する枠組みの変化 

伝統的な二国間協定 オープンスカイ 単一航空市場（ＥＵ）

路線
路線・地点の指定
第５の自由制限あり
カボタージュなし

当時国間は自由
第５の自由制限なし
カボタージュなし

域内はカボタージュを含
めて自由

航空会社
１社又は複数社の指定
実質的所有・支配原則

自由
実質的所有・支配原則

自由
域内は共通免許制

輸送力 事前審査、均等配分 自由 自由

運賃 二重承認 自由 自由
（注）二国間協定とオープンスカイには多様な形態が存在するが、ここでは代表的な例を挙げた。  

 
一方で、東アジアにおいてオープンスカイ協定の締結が進められている状況は、貿易・投資面
において他国より有利な立場に立とうと各国が競ってFTAを締結している状況にも似ているが、
二国間協定による航空市場の自由化は国際航空市場を複雑化させ、FTAの世界における「スパゲ
ティ･ボウル現象24」のような事態を国際航空市場においても生じさせる可能性がある。また、航
空会社の事業展開がグローバル化していることに伴い第 5・第 7の自由を求める声が高まってい
るが、第 5・第 7の自由に関する問題は二国間協定によっては解決できない性格のものである。
こうした状況を踏まえると、将来的に東アジアにおいても多国間による航空市場の自由化を求め
る声が高まっていくものと考えられ、我が国としてはこうした流れに乗り遅れないよう注意して
いくことが必要である。多国間による航空市場の自由化は、既にEUにおいて実現しているほか、
ASEANにおいて 2010年を目標に調整が行われている。EUが最近の米国との航空交渉で米国
内のカボタージュを要求するなど交渉力を高めることができた背景には、域内航空市場を統合し
た EU が当事者となることによって、加盟各国による二国間協定では解決できない第 7 の自由
（EU 域内のカボタージュ）を米国と交換する権限を得たことが大きい。なお、多国間による航
空市場の自由化は、二国間によるそれよりも航空会社に広域的な観点からの航空ネットワーク形
成の機会を与えることができるため、より競争促進的になることが想定され（遠藤, 2005）、経
済合理性に基づく航空輸送サービスの効率化も加速されると考えられる。 
しかしながら、東アジアは政治的不協和や経済的格差という問題を抱えているとともに、欧州
連合構想のような域内各国のコンセンサスを得た全体的枠組みがなく、国ごとに航空産業の発展
水準や諸規制の内容も異なっているため、欧州と比べて域内航空市場の自由化を実現するまでに
は超えなければならない課題が数多く存在している。こうした中まず第一に必要となるのは、航
空輸送はそれ自体が目的ではなく経済社会活動に効率的な輸送サービスを提供し国家や地域の競
争力を高めるための手段であることを認識し、自国の航空産業の保護という小さな目的ではなく
我が国全体の国際競争力の強化という大きな目的を踏まえた航空政策の目標・方向性を再検討す
ることであろう25。この際、東アジアで今後見込まれる経済成長や航空需要拡大のスピード感・
ボリューム感を踏まえると、二国間協定の弾力化による対応では限界があり、多国間による航空
市場の自由化が有力な解決方策の一つとして浮上してくる可能性がある。また、東アジアは欧州

                                            
24 二国間のFTAが増加することにより、個々の二国間で定められた規則や例外も増加して貿易システムが複雑化し、取引
コストの増大によって逆に円滑な貿易が妨げられること。 
25一般的に、規制により供給量が制約された市場においては供給者の便益は確保されるが、利用者の便益は減少し社会全体
としての総便益も減少するとされている。これに対して、参入・価格をはじめとする諸規制の自由化は、企業間の競争促進
を通じて供給者の経営を効率化させるとともに、供給量の拡大、価格の低下、サービス向上などにより利用者便益を増加さ
せ、社会全体の総便益を拡大する効果が期待される。 
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や米国と地理的規模が似ているほか、遙かに上回る人口を抱えており、今後の経済成長や所得水
準の向上、それに伴う交流の拡大や航空需要の増大等を考慮すると、将来的にはさらに進んで単
一航空市場が成立する可能性も十分にあると考えられる（図12）。藤田（2005）は、経済活動に
は大きすぎず小さすぎない適度な地理的空間が必要であるとし、それを「自然な経済空間(領域)」
と呼んでいるが、日中韓の3カ国またはASEANを含んだ東アジアの地理的空間はまさに「自然
な経済空間（領域）」と言うことができる。 

 

＜参　考＞ 日本＋中国＋韓国 米国 欧州(15ヶ国)
人     口 14億9294万人　 2億9104万人 3億7974万人
輸送旅客 2億0588万人　 5億8748万人 3億6707万人
※２００３年データ　（中国は香港、マカオ、台湾を含む）
　人　　口…World Bank , World Development Indicators Database
　輸送旅客…日本：空港管理状況調査
　　　　　…中国：中国国家統計局資料、韓国：韓国航空局資料
　　　　　…米国：Bureau of Transportation Statistics資料
　　　　　…欧州：Eurostat資料
※日本＋中国＋韓国の輸送旅客は、各国の国内線旅客を単純合算

欧州との比較

米国との比較

 
出典：国土交通省航空局 

図１２：欧州、北米と東アジアの比較 
 
次いで、域内航空市場の自由化を実施する場合にその軟着陸を図るためには、その準備段階と
して二国間協定の弾力化（運輸権、路線、輸送力、運賃、運航会社等）、航空貨物分野やチャータ
ー航空分野における先行自由化、第 5・第 7の自由の開放推進、特定空港の自由化、外資規制の
緩和等、段階的な航空市場の自由化方策を具体的工程表に載せ（表15）、関係者にM&Aやリス
トラクチャリング等による経営体制の改革を行う時間的余裕を与えることが重要である。なお、
工程表を策定するに当たっては、参加国の経済力、物価水準、航空会社の競争力の格差等を踏ま
え、一部で目標時期を分けたり特例措置を設けたりする必要が生じる可能性はある。 
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表１５：域内航空市場の自由化に向けた検討課題の例 

検討課題の例

・二国間協定弾力化の推進（運輸権、路線、輸送力、運賃、運航会社等の一層の自由化）

・航空貨物分野やチャーター航空分野における先行自由化

・第５・第７の自由の開放推進

・特定空港の自由化

・域内の航空会社連携を推進するための外資規制の緩和

・整備、グランドハンドリングの規制緩和

・オープンスカイ協定の締結推進

・航空市場統合を進める国際的な枠組みの構築

・航空輸送サービスのＦＴＡへの議題提案

・ビザの発給緩和  
出典：Zhang（2005） 

 
仮に東アジアにおいて航空市場の自由化が進み域内市場の統合が行われる過程においては、欧
州における経験と同様、組合問題等により高コスト構造から脱却できずにいるフルサービスエア
ライン（FSA）にかわって、低コスト構造のローコストキャリア（LCC）の新規参入やシェア拡
大が進展することはほぼ間違いないと考えられる。もちろんサービスの差別化を図ることによっ
て FSA はビジネス需要や中長距離需要を中心とする一定のシェアを維持することになると思わ
れるが、航空サービスの「コモディティ26化」（Starkie, 2002）により低運賃を売り物とするLCC
のシェア拡大は暫く止まらないであろう。特に、国ごとに航空会社が運営されているため比較的
小規模な航空会社が多く航空市場自体が発展途上のASEAN諸国においては、欧米と比べてFSA
の体力が弱いため、域内航空市場の自由化が進めば、マレーシアの例に見られるように LCC が
無視できないほどにシェアを拡大し航空市場の再編につながる可能性も高い。一方で、欧州のよ
うに資本移動や国籍ルールの規制緩和が進展していけば、東アジアの FSA も事業の効率化や航
空ネットワークの拡充を図るため、エールフランスとKLMの経営統合のような国境を越えた提
携やブリティッシュ・エアウェイズによるドイツBA設立のような国境を越えた子会社設立が現
実味を帯びてくると思われる。この場合には、欧州が経験しているように、日中韓のような航空
需要の大きい国やシンガポールのような航空会社の競争力が強い国にアジアン・ハブが集約され、
それ以外はミニハブとしてアジアン・ハブのネットワークに組み込まれていくこととなるであろ
う。 
我が国としても、中国の航空市場が目覚ましい勢いで成長し自由化を着実に進めている状況に
おいて、首都圏空港を単なる日本のナショナル・ハブではなくアジアン・ハブとして維持し我が
国と世界各地とのグローバルな航空ネットワークを確保していくためには、我が国の航空競争力
が優位性を保っている間に今後の東アジア航空市場の中長期的構想を関係国に示し、域内航空市
場自由化についての主導権を握ることにより我が国のペースで自由化を進めていくことが重要で
ある。当面は羽田空港と成田空港の容量が拡大する 2009年度が重要な節目となるが、両空港の
容量拡大に伴う関係国との航空交渉に当たっては今後の東アジア航空市場の自由化の可能性を念
頭に置きながら進めていくことが必要となろう。また、FTAの進捗状況や航空需要拡大の動向に
よっては、いつ急に東アジア航空市場の自由化が国際的な政策課題として浮上するか予断を許さ

                                            
26 サービスの差別化ではなく、価格の安さでしか勝負できない商品。 
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ないため、二国間協定の弾力化を進めつつ、既存の航空会社にも配慮した段階的な移行スキーム
を日頃から十分に議論し準備をしておくことが重要である。我が国の既存の航空会社には、欧州
の航空市場で起こった経験から学び、東アジアの有力航空会社の一つとして発展していくことを
期待したい。 
 
 
 
 

 



 

 

 

 

 

Ⅳ．ローコストキャリアの将来像 
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Ⅳ．ローコストキャリアの将来像 

１．新しいビジネスモデルとしてのローコストキャリア 

ローコストキャリア（Low Cost Carrier（LCC）27＝いわゆる格安航空会社）は、もともと米
国のサウスウェストが機内サービスの有料化や機材稼働率の向上などによりフルサービスエアラ
イン（Full Service Airline（FSA）28＝既存の大手航空会社）よりも生産性を高め低運賃を実現
した、新しいビジネスモデルである。同社は 1978年以降の米国内の航空自由化を追い風に急成
長を果たしたが、その後欧州においても 1990年代の航空市場の自由化を契機としてライアンエ
アやイージージェットが凄まじい市場浸透力によりシェアを拡大し、LCCの知名度を世界的なも
のとした。欧米の航空市場において既に輸送人員ベースで20～30%のシェアを占めるようになっ
た LCCの成功は、LCCが決して特殊なものではなく、LCCが展開する新しいビジネスモデル
には少なからぬニーズがあり FSA とともに航空市場において一定の役割を果たすことができる
ことを証明した。こうした欧米における実績は、その後の世界各地の LCC の誕生を促し、世界
的な航空市場の競争促進・再編に大きな影響を与えている。OAG29によると、2005年4月現在で
全世界の提供座席227万席中30万席（13.2%）がLCCによるものとなっている。 
  現在、世界中でLCCと自称・他称される会社は小規模なものを含めれば 100社以上あり（図

13）、低運賃を追求する会社30やサービスを重視する会社31など様々な形態があるが、FSA のビ
ジネスモデルとの主な対比を示すと表16のとおりとなる。このようなLCCのビジネスモデルは、
システムの単純化、無駄の排除、生産性の向上、サービスの受益と負担の明確化等を追求した結
果、FSAのビジネスモデルと異なるものとして発展・普及してきたものであり、単一機材の使用、
サービスの有料化、セカンダリー空港の利用、ポイント･トゥ･ポイント運航、低運賃の提供など、
最近では我が国でも紹介され良く知られるようになってきた。以下では、コスト削減・生産性向
上に向けた LCC の取り組みの徹底ぶりや航空市場への影響などに関し、我が国ではあまり取り
上げられていないいくつかの興味深い事柄について考察する。 

 

                                            
27 他にLow Fare Airline, No-Frill Airline, Budget carrierなどの呼び方がある。 
28 他にLegacy Carrier, Network Carrierなどの呼び方がある。 
29 世界的な航空時刻表を作成している会社。 
30 代表例は、ライアンエア（アイルランド）、エアアジア（マレーシア）。 
31 代表例は、ジェットブルー（米国）、ヴァージンブルー（オーストラリア）。 
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出典：国土交通省航空局 

図１３：世界の主なＬＣＣ 

 

表１６：ローコストキャリア（ＬＣＣ）とフルサービスエアライン（ＦＳＡ）の比較 

 ローコストキャリア（LCC） フルサービスエアライン（FSA） 

運賃 低運賃 

片道販売が基本の単純な運賃体系 

基本的に払い戻し不可 

欠航時等の補償がないことが多い 

連帯輸送なし 

普通運賃は割高 

複雑な割引制度 

基本的に払い戻し可能 

通常欠航時等の補償がある 

連帯輸送あり 

フリークエント・フライヤー・

プログラム 

基本的になし あり 

運航形態 ポイント・トゥ・ポイント（都市間単純運航）

主に短距離輸送 

空港滞在時間の短縮と高い機材回転率 

ハブ・アンド・スポーク 

短距離～中長距離まで多種多様 

空港混雑や接続性の重視により空港滞在

時間は長め 

アライアンス 不参加 参加が多い 

航空券販売 Eチケットがほとんど Eチケットと代理店販売の２本だて 

サービス ノンフリル系とフリル系の２種類あり 

基本的にエコノミークラスのみ 

自由席制も多い 

質の高いサービスを指向 

エコノミー、ビジネス、（ファースト）の２or３

クラス制が多い 

定時性 高い 空港混雑や接続性の重視によりやや低い

航空機の種類 小型の単一機材（B737、A320が主流） 大型機～小型機まで多種多様 

利用空港 セカンダリー空港や低利用空港を指向 主要空港を指向 

職員 アウトソーシングや契約社員を積極的に

活用 

労働組合の影響力小さい 

労働生産性高い 

正社員が多い 

労働組合の影響力大きい 

労働生産性低い 
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（１）運賃 

LCCの運賃は、コスト削減と生産性向上の結果、低運賃を追求するタイプの会社はもちろんの
こと、サービスを重視するタイプの会社でも FSA の運賃より基本的に安く設定されており、こ
れが利用者からの支持を集め成長の原動力となっていることは明らかである。一方で、FSAにと
っては、LCC の運賃の安さとともに自らのビジネスモデルに大きな影響を与えかねないのが、
LCC が安い運賃を片道で販売していることである（Tretheway,2004）。高いユニットコストを
償うだけの高いイールドを必要とする FSA は、通常運賃負担力のあるビジネス客からはできる
限り高額の普通運賃を収受する一方で、ビジネス客が利用できないような条件付きの（例えば土
日を着地で過ごす条件など）往復割引運賃を低額に設定する市場差別化戦略により価格弾力性の
高いレジャー客を取り込み、収益の最大化を図ってきた(図14)。FSAは長年の経験の中で、制約
のない普通運賃と制約的な往復割引運賃の最適な割合や最適価格の情報を蓄積し市場をコントロ
ールしてきたが、LCCはシステムを単純化するため殆どの会社が片道型運賃を採用している。ビ
ジネスユースの判断要素としては運賃面だけでなく、機内サービスや空港アクセス等の利便性の
面も重視されるので一概には言えないが、安さとフレキシビリティを実現した LCC の運賃制度
はビジネス需要に食い込む際の有力な武器となっているようである。 

 

限界費用

限界収入 需要

価格

量Ｑ０

死荷重Ｃ

消費者余剰Ａ

利潤Ｂ
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需要

量

Ｑ３

Ｐ０

(a)価格差別をしない場合 (b)価格差別をする場合

市場が独占的状態であると仮定した場合、独占企業が（ａ）のように全ての消費者に同じ価格で販売する場合
には消費者余剰Ａと利潤Ｂ（生産者余剰）がそれぞれ生じるが、（ｂ）のように消費者の支払い意欲に応じてＱ１、
Ｑ２、Ｑ３というブロックごとに価格を差別化（例えば、普通運賃、割引運賃、スーパー割引運賃）することがで
きれば、独占企業は追加的な利潤ｄ（黄色部分）を得ることが可能となる。

Ｐ１

Ｐ３
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市場が独占的状態であると仮定した場合、独占企業が（ａ）のように全ての消費者に同じ価格で販売する場合
には消費者余剰Ａと利潤Ｂ（生産者余剰）がそれぞれ生じるが、（ｂ）のように消費者の支払い意欲に応じてＱ１、
Ｑ２、Ｑ３というブロックごとに価格を差別化（例えば、普通運賃、割引運賃、スーパー割引運賃）することがで
きれば、独占企業は追加的な利潤ｄ（黄色部分）を得ることが可能となる。

Ｐ１
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図１４：価格差別化戦略 

 
一方で、FSAの普通運賃は一般的にチケット購入後の変更が自由であり、それがビジネスマン
に対するセールスポイントと言われているが、Mason（2006）が行った欧米のビジネスマンを対
象にした調査によれば、ビジネスマンが実際にチケットを変更した割合は3割強であり、その程
度の確率であれば LCC の利用が必ずしもビジネスユースとして金銭的に不利になることはない
としている。 
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FSA側でもこの問題に対応するため、ブリティッシュ・エアウェイズが2002年から購入時点
の需要に応じて変動する片道価格の組み合わせで購入できる往復割引運賃を導入したほか、英国
の航空会社bmiではさらに進んでLCCと同様に安い運賃を片道でも購入できるようにするなど、
LCCの運賃システムを取り入れる動きが進んでいる。このように FSAの運賃が LCCに追随し
て低下し、かつ、利便性の高いものになるにつれて、利用者にとっては単に運賃の安さだけでLCC
を選択するのではなく、空港アクセス費用やサービスの充実度等を総合的に検討することが重要
となってきている。2003年にFSAであるはずのブリティッシュ・エアウェイズが英ガーディア
ン誌からベストLCC賞を受賞したことは、こうした状況を示唆する象徴的な出来事となった32。 
もう一つ運賃に関して LCC が利用者を惹きつけたポイントとしては、運賃制度がシンプルで
航空会社と利用者との間に不透明な流通経路が存在しないということが挙げられる。FSAの運賃
は様々な割引制度が存在しているほか、正規の割引運賃以外にも団体割引運賃のばら売りが存在
するなど、非常に複雑で分かりにくいものとなっている。団体割引運賃のばら売りによって安い
運賃を購入できるのは利用者にとってはメリットとなるが、それが行き過ぎると普通運賃や正規
割引運賃の妥当性、ひいては運賃制度自体の信頼性に疑問が生じる恐れがある。LCCの運賃は発
売開始日から搭乗日に向けて座席の販売状況に応じて次第に上昇していくという点では、同じ便
の座席にも様々な価格が存在し一見複雑にも見えるが、利用者は誰でもホームページで運賃を見
て購入することができるという点で透明性と機会の均等が確保されている。 

 
（２）運航システム 

  ハブ･アンド･スポーク（H-S）システムは、FSAにより構築･強化されてきた運航形態であり、
一つ一つは小さい需要をスポーク路線によってハブ空港に集め、大きくなった需要をハブ空港－
ハブ空港間で大量輸送することによって、全体として輸送効率を高めネットワーク・サービスを
国内外の隅々まで行き渡らせようというものである（図 15)。一方で、ポイント･トゥ･ポイント
（P-P）システムはネットワークの接続性を考えずに単純に二空港間を往復する運航形態であり、
非混雑空港を利用した機材稼働率の向上と組み合わせて輸送効率を高めようとするものである。 

 
図１５：ＦＳＡによる運航システムとＬＣＣによる運航システムの概念図 

                                            
32 逆に、同年のベストビジネスエアライン賞においては、LCCであるイージージェットが11位、ライアンエアが12位と
なっている（Guardian Unlimited ＨＰ）。 
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  混雑しているハブ空港を使用するH-Sシステムは、ネットワークの接続性を重視するため航空
機の空港滞在時間を延ばしがちであるとともに、同時間帯に航空機が相次いで到着することによ
り一層の空港混雑を惹き起こし、航空機間の貨物や手荷物の積み替え作業を必要とするなど、複
雑で大きな費用がかかるものである。また、同システムは、接続路線の運賃などを細かく設定し
システム全体として利益が向上するように計算する必要があるほか、遅延や欠航時の対応を用意
しておく必要があるため、ネットワークが拡大すればするほど複雑化することが避けられない。
こうしたH-Sシステムを提携航空会社のリソースを活用して効率的に形成していくため、現在、
世界の航空会社は3大アライアンス33への集約が進んでいる。アライアンスのメリットとしては、
①提携航空会社のネットワーク活用による利便性向上、②共同運航によるロードファクターとイ
ールドの改善、③空港施設・スタッフの共同使用や販売･マーケティングの共同実施によるコスト
の削減等が期待されている。反面、システムが一層複雑化することやアライアンス間の調整に要
する費用が新たに発生するなどの課題も指摘されている（Morrish and Hamilton, 2002）。 
  単純化をお題目とするLCCの多くは、複雑なH-Sシステムではなく、非混雑空港を使用し二
地点間の単純往復を基本とするP-Pシステムを採用している。同システムではネットワークの接
続性を考慮せず、航空機の空港滞在時間を減らし機材稼働率の向上を図っている。このため、LCC
を利用する際には基本的に接続チケットは販売されず、2便を乗り継ぐ際には 2枚の独立したチ
ケットを購入することとなるが、P-Pシステムは接続を前提としていないため、会社側の都合で
最初に搭乗する便が遅延･欠航した場合であっても接続便のチケットの払い戻しや変更は受けら
れない。P-Pシステムの下ではこうしたリスクを利用者が抱えることとなるが、リスクを上回る
低運賃を期待してLCCでも接続便を利用する人は少なからず存在している34。 

H-Sシステムは、LCCによる P-Pシステムが次第に広がるなか、時代遅れのシステムという
指摘もあるが、P-Pシステムの拡大は現在のところ短距離市場に留まっており、大陸間輸送のよ
うな中長距離市場においては航空会社間のアライアンスが拡大する中むしろ H-S システムが強
化され、スポーク路線についても FSA による地域コミューター会社の系列化によりネットワー
クの充実が進んでいる。このため、短距離市場ではLCC、中長距離市場とそれに接続するフィー
ダー路線では FSA と系列コミューター航空会社という大まかな棲み分けが出来つつあるが、後
述するように最近では LCC が短距離のレジャー市場からビジネス市場や中長距離市場への進出
を試みており、LCCとFSAの競争次第では今後航空市場の姿が変容する可能性もある（図16）。
チャーター航空会社は中長距離のレジャー市場に活路を見出すこととなろう。 

                                            
33 スターアライアンス、ワンワールド、スカイチーム 
34 O’Connell, J. F. and Williams, G. (2005) の調査によれば、スタンステッド空港でのライアンエアの乗り継ぎ客は17.2％
であった。 
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図１６：市場セグメント概念図 

 
（３）生産性向上に向けた取り組み 

①機材稼働率の向上 

機材稼働率の向上は生産性向上を通じてユニットコストを下げることとなるため、各 LCC
とも機材の運航時間をできる限り長くするため空港における折り返し時間の短縮に努めており、
FSAでは1時間程度の折り返し時間も珍しくないが、LCCでは25分前後が一般的となってい
る。特に、セカンダリー空港のように非混雑空港の場合には空港内の移動時間も短くて済むた
め、機材稼働時間を長くしてより多くの収入を上げることが可能となる。また、多くの LCC
では乗員が機内清掃を行い、座席も自由席として離陸準備の迅速化を図っている。図 17 はエ
アアジアのクアラルンプール空港における旅客搭乗の例である。作業時間を節約するため搭乗
橋を使用しないのはもちろんのこと、牽引車を使用しない自走によるスポットイン・アウトを
行うことにより折り返し時間の一層の短縮に努めている。 

 

 
出典：エアアジアＨＰ 

図１７：エアアジアによる旅客搭乗の例（クアラルンプール空港） 
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こうして得られるLCCの空港滞在時間の短縮効果はFSAと比べ1回当たり数分～数十分で
あるが、LCC はそれらをかき集めて 1 日当たり数時間の機材稼働時間の増加を実現している
（表17）。 

表１７：機材稼働時間の比較 

機材稼働時間／日 機材

イージージェット 10.5 Ｂ７３７

エアアジア 10.9 Ｂ７３７

サウスウエスト 10.3 Ｂ７３７

ブリティッシュ・エアウェイズ 7.5 Ｂ７３７

マレーシア航空 8.5 Ｂ７３７

アメリカン航空 8.8 Ｂ７３７

ＪＡＬ 9.3 Ｂ７３７

ＡＮＡ 7.5 Ａ３２０
（注）ライアンエアは機材稼働率の情報を公開していない  
出典：ＩＣＡＯ（2004） 

 
   ただし、同じLCCでも機材生産性は微妙に異なり、1日当たりの比較では小さな差に見えて
も、1 年間の座席提供数で見ると比較的大きな差となって表れることとなる（表 18）。ライア
ンエアとイージージェットは両社とも年間約 32万座席提供しているが、機材稼働率と 1機あ
たりの座席数の違い35によりライアンエアは 15 機も少ない保有機材で同じ年間提供座席数を
実現している。 

表１８：機材生産性の比較 

機材数 運航回数／日 提供座席数／日 提供座席数／年

ライアンエア 72 7 88,000 32,120,125

イージージェット 87 6.7 87,462 31,923,557  
出典：Davis (2005) 

 
②高いロードファクターの確保 

   高いロードファクターを維持していくことも、運航の生産性を向上させたい LCC にとって
は重要な課題である。現在、多くの LCC が導入しているインターネットによるチケット販売
システムは、チケットの売れ行きによって運賃を変動させるようにしており、これによりLCC
の多くは比較的高いロードファクターを確保している（表 19）。これまでは、過去の販売実績
等の経営ノウハウを豊富に蓄積している FSA が座席管理・収益管理面で圧倒的な優位性を保
っていたが、最近の ITの進化により創業間もないLCCでも座席管理・収益管理が容易にでき
るようになったことが高ロードファクターの確保につながっている36。 

                                            
35 ライアンエア175席、イージージェット150席。 
36 1978年以降の米国における航空市場自由化を受け、ピープルエキスプレスが低運賃を武器に利用客を伸ばしたが、イー
ルドマネジメントをうまく行うことができず、大手航空会社による対抗値下げによって撤退に追い込まれたとされる。 
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表１９：ロードファクターの比較 

ロードファクター

ライアンエア 84%

エアアジア 75%

サウスウエスト 71%

ブリティッシュ・エアウェイズ 74%

マレーシア航空 69%

アメリカン航空 75%

JAL 67%

ANA 67%  
出典：各社アニュアルレポート（2005）等 

 
 
③職員の生産性向上 

   FSAは、自前の機体整備や空港における顧客サービスなど質の高いサービスを提供するため
に多数の職員を雇用しているとともに、労働組合が強いため職員・給与のリストラや業務負担
の増加が難しいという事情を抱えているが、新たに創業した LCC は外部委託の積極的活用に
より職員を必要最小限の運航部門・管理部門に絞るとともに、客室乗務員が清掃や管理部門の
業務補助も行うなど労働生産性の向上を図っている。運航乗務員についても、例えばサウスウ
エストの給与は FSA 各社と比べてもそれほど遜色がないが、飛行時間が長いため一人当たり
の生産性は高くなっている（表20）。 

表２０：運航乗務員の生産性比較 

運航乗務員一人当たり
月間飛行時間

運航乗務員の平均年収
（ＵＳドル）

飛行１時間当たり給与
（ＵＳドル）

ユナイテッド航空 36 130,437 301.9

アメリカン航空 39 129,947 277.7

ノースウエスト 40 169,208 352.5

デルタ航空 45 209,330 387.6

コンチネンタル航空 49 145,661 247.7

ＵＳエアウェイズ 50 132,741 221.2

サウスウエスト 62 144,511 194.2  
出典：ＩＣＡＯ（2004）、石井伸一（2005） 

 

 

④生産性向上による強い競争力 

LCCの生産性向上の取り組みとしては以上の他に、単一機材の使用やセカンダリー空港の使
用によるコスト削減や、サービスの有料化による売上拡大などがあるが、これらについては後
述する各地域の事例の中で考察する。 
上述のような努力の積み重ねによりLCCはFSAに比べて圧倒的に低いユニットコストを実
現しており、LCCの中でも特に低コストの経営を実現しているエアアジアのユニットコストは
2.40セント／座席キロである（表21）。FSAの中では低いと言われているマレーシア航空のユ
ニットコストは3.78セントであり、エアアジアより5割以上高くなっている。FSAもLCCの
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登場以降コスト削減努力を進めているが、LCCも徹底的なコスト削減を絶えず行っており、そ
の差はなかなか縮まらないのが実状である。LCCは圧倒的に低いユニットコストを実現する一
方で、低運賃を武器に急速に取扱旅客数を伸ばしており、この結果高いネットマージンも確保
している。 

表２１：ユニットコストとネットマージンの比較 

ユニットコスト ネットマージン

ライアンエア 4.24 18.1%

エアアジア 2.40 16.8%

サウスウエスト 4.82 4.8%

ブリティッシュ・エアウェイズ 8.20 3.8%

マレーシア航空 3.78 2.7%

アメリカン航空 6.80 -4.4%

JAL 9.62 -6.1%

ANA 10.63 0.9%
（注１）ユニットコスト（単位：ＵＳセント）＝運航費用／提供座席キロ
（注２）ネットマージン＝純利益／運航収入  
出典：ＩＣＡＯ（2004）等 

 
（４）新しい試み 

①中長距離路線への進出 

これまでLCCは殆どが短距離路線における参入であったが、2005年 11月からマックスジ
ェットが中長距離路線であるロンドン－ニューヨーク間の運航を開始した。マックスジェット
はLCCが一般的に使用する小型ジェット機（B737やA320）ではなく中型ジェット機（B767）
を使用し、全席ビジネスクラスという上質なサービスを売り物としている（図 18）。これまで
中長距離路線は、飲食サービス、座席の快適性、パーソナルテレビなどといった付加的サービ
スへのニーズに対応する必要が生じる一方で、FSAの機材稼動率やロードファクターが既に高
水準でエコノミークラスのコスト競争力も強いため、LCCにとってなかなか手がけにくい分野
とされてきた。マックスジェットは、FSAがビジネスクラスの運賃を非常に高く設定し、その
利益でエコノミークラスの低運賃を実現していることを逆手に取り、全席を FSA より大幅に
安いビジネスクラスにするという新たなビジネスモデルを開発した（表 22）。就航後間もない
ため評価が難しいが、同社の取り組みは LCC の市場が中長距離路線にも広がるか否かの試金
石として非常に興味深い37。また、2006年秋からは香港を拠点として創業したオアシス航空38が、
ロンドンへの路線をビジネスクラスとエコノミークラスの2クラス制で運航開始することを予
定している39。 

                                            
37ビジネス需要が見込める大西洋路線にはマックスジェットのほかにも全席ビジネスクラスのLCCとして、2005年10月か
らイオス航空がロンドン－ニューヨーク間を運航しており、2006年中にはシルバージェットがロンドン－ワシントン間の運
航を開始する予定である。 
38オアシス航空が2005年12月に行ったアンケート調査によると、67%の回答者が既存航空会社のビジネスクラスは高すぎ
ると答えている。 
39 この他、マカオのビバ・マカオ航空がジャカルタ、モルディブへの路線を2クラスで2006年秋から運航開始することを
予定しているが、B767を使用する同社は貨物事業も重要な収益源とすることを計画している。 
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出典：マックスジェットＨＰ 

図１８：マックスジェット 

 

表２２：ロンドン－ニューヨーク間の運賃比較 

 7月10日片道 7月10日発 

7月17日着往復 

7月26日片道 7月26日発 

8月2日着往復 

Maxjet ビジネス 571ポンド 1,142ポンド 571ポンド 1,142ポンド

United エコノミー割引運賃 368ポンド 506ポンド 368ポンド 407ポンド

United エコノミー普通運賃 368ポンド 736ポンド 368ポンド 736ポンド

United ビジネス 2,456ポンド 4,912ポンド 2,456ポンド 4,912ポンド

United ビジネス割引 設定なし 1,141ポンド 設定なし 1,141ポンド

（注１）2006年6月25日時点における運賃 

（注２）ロンドンの空港は、Maxjet（マックスジェット）はスタンステッド、United（ユナイテッド航空）はヒースローを使用 

出典：各社ＨＰ 

 
②市場拡大・増収努力 

最近、ライアンエアやイージージェットなど主要 LCC の中には、チケット変更の弾力化や
オンライン・チェックインの導入などにより、時間を重視するビジネス客の取り込みを狙う動
きが活発化している。イージージェットによるオンライン・チェックインは、手荷物のみの利
用者を対象として直接セキュリティゲートへ行くことを可能とし、ゲート集合時間を 15 分前
（以前は 30 分前までにチェックイン）とした。また、同社ではビジネス客の利用を想定して
有料ラウンジ・サービスの提供を開始した（図 19）。一方で、ライアンエアもオンライン・チ
ェックインの導入によりビジネス需要の増加を期待するほか、預託荷物への課金や機内販売の
充実などにより関連収入の増加を図っており、機内カジノについても検討中と言われる。LCC
を利用するレジャー客の伸び率が次第に鈍化する中で、今後はビジネス客への浸透や関連収入
40の売上拡大がLCC成長の鍵となりそうである。ただし、イージージェットが導入したチケッ
ト変更の弾力化については、変更が増加した場合ロードファクターを最適化するのが難しくな
るという問題を発生させ、高いロードファクターの確保という LCC のビジネスモデルの一部
が犠牲になる可能性も指摘されている。 

                                            
40 他に、LCCのホームページから宿泊やレンタカーを予約した際の手数料などがある。 
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出典：イージージェットＨＰ 

図１９：有料の空港ラウンジ（イージージェットの例） 

 

（５）大手によるＬＣＣの設立 

LCCには、独立系の会社とFSAの子会社の二通りがあり、サウスウェストやライアンエアの
ように独自のビジネスモデルを構築し成長を遂げているのは主に前者であるが、大手航空会社も、
①収益機会の拡大、②新規参入LCCの排除、③本業へのLCCビジネスモデルの吸収という観点
から、自ら LCC を立ち上げるところが少なくない。しかしながら、大手航空会社の子会社とし
て設立された LCC は独立した企業体というよりも大手の一部門として扱われることが多く、①
労働組合が強いため賃金体系を大幅に変えられないこと、②生産性向上や無駄の排除という意識
改革が思うように進まないこと、③グループ会社であることを強調することによりブランドの混
乱を惹き起こしてしまうこと、④ネットワーク戦略が難しく親子間で旅客の争奪が起きてしまう
こと、といった理由でそのほとんどが失敗に終わっている（表23）。 

表２３：ＦＳＡによるＬＣＣ子会社の設立と撤退（米国の例） 

親会社 LCC子会社 設立 撤退 備考 

Continental Airlines CA Lite 1993年 1995年  

United Airlines United Shuttle 1994年 2002年 2003年に新たにTedを設立 

Delta Airlines Delta Express 1996年 2003年 2003年に新たにSongを設立したが、 

2006年に撤退 

US Airways Metrojet 1998年 2002年  

 
（６）航空市場への影響 

LCCの成長が航空市場へ与える影響としては様々な要素があるが（表24）、まず第一に、LCC
が低運賃を提供することによりこれまで航空輸送を利用していなかった人々による新たな航空需
要を創出するとともに、ユニットコストの高い FSA には参入できないような低需要路線に進出
して潜在需要の掘り起しと航空ネットワークの充実に効果を上げている点が挙げられる（表25）。
個別の路線については、図20のようにFSAも一定の需要を確保しつつ路線全体の利用者が増え
るケースと、図21のようにFSAが撤退に追い込まれるケースがあるが、一般的にLCCが参入
すると当該路線の運賃が低下し、総需要の増加をもたらすことが少なくない。一方で、FSAにと
っては値下げ競争に対応するため経営の効率化を余儀なくされ、場合によっては経営を圧迫され
ることにより市場からの撤退や企業間の買収・統合につながる可能性もある。LCCも最近は乱立
気味であり、体力の弱い会社では運航開始後数年で撤退に追い込まれるところも少なくない41。 

                                            
41 例えばイタリアのボラレ航空など。 
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表２４：ＬＣＣによる航空市場等への影響                  表２５：ＬＣＣ利用者の内訳 

  出典：European Low Fares Airlines Association HP 
 

 

 

    
出典：英国CAA  Airport Statistics 

図２０：ロンドン－グラスゴー間の旅客数の推移 

 

 
出典：英国CAA  Airport Statistics 

図２１：マンチェスター／リバプール－バルセロナ間の旅客数の推移 

影響 

・運賃の低下 

・航空輸送サービスの多様化 

・航空ネットワークの充実 

  ①高需要路線における多頻度化 

  ②低需要路線における新規開設 

・新規需要の創出 

・低未利用空港の活用と地域の活性化 

  ①商業収入、雇用の拡大 

  ②経済社会活動の活発化 

  ③利便性の向上 

  ④知名度の向上 

・非効率な航空会社の路線・市場からの撤退 

・空港間の競争 

LCC利用の動機 割合 

新規需要 59% 

 （内訳） 

全くの新規需要：71% 

自動車からの移転：15% 

鉄道からの移転：6% 

その他：8% 

他の航空会社からの移転 37% 

不明 4% 
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欧州における域内航空市場の統合とそれに伴う LCC の成長は、空港にも影響を与えている。
欧州最大の LCC 拠点空港であるロンドン･スタンステッド空港は、10 年前までは便数も少なく
東アングリア地方の人たちが利用する地方空港にすぎなかったが、LCCが同空港を拠点にネット
ワークを充実させるにつれて利用者が急増し、2003年には利用者数で欧州第13位の空港に成長
した（図 22）。現在では LCC を利用するためわざわざヒースロー空港を通り越してアクセスす
る利用者がいるほどの、ロンドン圏における拠点空港の一つとなっている。このように、低・未
利用空港が LCC の就航によって利用者数を増やしている例は、域内航空市場統合後の欧州にお
いては数多く見られる。Barrett（2000）の調査によれば、LCCによる運航の45%はFSAが就
航していないか殆ど就航していない低・未利用空港で行われており、欧州においては LCC の成
長と空港・地域の成長が二人三脚で行われ、航空ネットワークの充実や新規需要の創出に貢献し
ている。 

 

 
出典：国土交通省航空局 

図２２：ＥＵ圏内の空港の年間利用者数（２００３年） 
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２．欧州のローコストキャリア 

（１）レジャー航空市場の存在 

欧州においては、第２次世界大戦後二国間協定の下で制約的であった定期航空輸送を補完する
ものとして、レジャー需要に対応するチャーター航空会社が比較的弾力的に運用されてきた
（Papatheodorou,2002）。価格弾力性が高いレジャー需要に対応するため、チャーター航空会社
はセカンダリー空港の利用、高密度の座席配置、高いロードファクターの確保、低価格のパッケ
ージツアーの提供など現在の LCC と似た戦略を採用し、広報宣伝費用を親会社が負担している
などの特殊事情はあるもののFSAの半分程度のユニットコストを実現していた。この結果、LCC
が萌芽期にあった 1990 年代半ばにおいては、チャーター航空会社の方がライアンエアなどの
LCC よりもユニットコストが低く、欧州のレジャー航空市場において中心的存在となっていた
（Williams,2001）。 
しかしながら、1990年代後半以降LCCが破格の低運賃の提供とネットワークの拡大を進めて
いった結果、個人がインターネット上で航空券と宿泊を組み合わせて自由に安価な旅行を組み立
てることを可能にする LCC は、週末等を利用した小旅行を計画する人々にとって魅力的なもの
となっていった。また、LCCが提供する格安運賃は、これまで耐久消費財の購入とトレードオフ
の水準にあった飛行機による小旅行を数回の夜遊びを我慢すれば行けるまでにお手軽なものとし
た（Njegovan,2006）。このため、例えばイギリスにおける国際航空輸送による休暇旅行は 1990
年以降 70%前後で推移していたが、2000 年以降増加傾向となり 2004 年には 80%に達した
（Graham,2006）。一方で、パッケージツアーの割合は1990年以降60%前後であったが、2000
年以降低落傾向となり2004年には48%まで低下した。このことはチャーター便によるパッケー
ジツアーが減少し、LCCを利用した個人旅行が増加していることを窺わせる。図23を見ても近
年はライアンエアやイージージェットといった LCC の成長が目立ち、チャーター航空会社は苦
戦しているのが分かる。こうした状況を踏まえ、チャーター航空会社においても最近では LCC
子会社を立ち上げたり航空券のばら売りに力を入れ始めている。 

凡例：黒－既存航空会社、赤－LCC、青－チャーター系
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凡例：黒－既存航空会社、赤－LCC、青－チャーター系

B
ri
ta
n
n
ia
 A
ir
w
ay
s

L
T
U

C
o
n
d
o
r 
F
lu
gd
ie
n
st

H
ap
ag
-
L
lo
yd

C
o
rs
ai
r

 
出典：国土交通省航空局 

図２３：ＥＵ圏内の航空会社の年間旅客キロの伸び率（２００３年） 
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このように欧州においては、所得水準の高さや東アジア・米国に比べて程よい距離に主要な都
市・観光地が点在する恵まれた地理的状況に加え、もともと FSA とは別にチャーター航空会社
が中心的役割を担ってきたレジャー航空市場が存在したという環境も、LCCが成長する上で有利
に働いていると考えられる。現在、レジャー客はLCCの主要顧客層となっており、利用者数100
万人前後の路線でレジャー需要が見込めるところでは LCC が路線シェアの過半数を占めるとこ
ろも少なくない。逆にレジャー需要が見込めない路線は LCC であっても路線維持が難しく、そ
のような路線はたとえ運賃を無料にしても売れ残りが発生していると言われる（Dennis,2003）。 

 
（２）ライアンエア 

徹底的なコスト削減と生産性向上により、ライアンモデルとも呼ばれる特徴的なビジネスモデ
ルで欧州の航空市場を席巻しているのがアイルランドに本社を置くライアンエア42である。以下
では、欧州の代表的なLCCであり、エアアジアなど世界各地のLCCに大きな影響を与えている
同社を紹介する。 
  ライアンエアは 1985年の創業以来、欧州の航空市場の中では比較的自由度の高かったアイル
ランド及び英国において、低運賃を売り物に規模を拡大してきた。LCCとして欧州の中では他社
に先駆けて事業を拡大していた同社にとって、1997年の欧州域内航空市場におけるカボタージュ
の開放はライバルとなるべきLCCが殆ど存在しない広大な市場が出現する絶好の機会となった。 
ライアンエアは、低・未利用空港の積極的活用や職員の生産性向上などで他社の追随を許さな
い徹底的なコスト削減を行う一方で、無料チケットの提供を含む破格の運賃設定を実施するなど
（図24）、LCCの中でも異色のビジネスモデルを展開している。 

 
出典：ライアンエアＨＰ 

図２４：ライアンエアの運賃の例 

 
                                            
42初期のライアンエア成長の陰には、経済統合された欧州の中で小国であるアイルランドの競争力向上を図るため、最高９
割引の着陸料割引制度の導入により航空輸送サービスを活性化させようとしたアイルランド政府の支援があったとも言われ
る（Barrett, 2000）。 



－44－  

例えば、FSA のブリティッシュ･エアウェイズとのコスト構造を比較すると、ライアンエアは
着陸料が安い低・未利用空港を使用しているにもかかわらず空港使用料・航行援助施設利用料の
占める割合が 31%と高く、努力によるコスト削減に限界がある燃料費や機材購入･償却・リース
費等もブリティッシュ･エアウェイズより高い割合となっている。このように義務的経費の占める
割合が高い一方で、徹底した労働生産性の向上を実現しているため人件費の割合は14%と非常に
圧縮されているとともに、アウトソーシングの活用により整備費用の割合が低くなっている。ま
た、インターネットを通じたオンライン・チケット販売を徹底しているため、マーケティング・
チケット販売費の割合が2%と低いことも注目される（図25）。 
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出典：各社アニュアルレポート 

図２５：ライアンエアとブリティッシュ･エアウェイズのコスト構造比較（２００５年） 

 
他の LCC と比べても徹底しているコスト削減策の一例としては、オンライン・チェックイン
の導入によるチェックインカウンターの人員削減、整備費用を削減するための座席リクライニン
グの廃止、拠点空港を各地に作りポイント･トゥ･ポイント運航を徹底することによる乗務員の宿
泊費用削減、新規乗り入れ空港におけるターミナルビルの整備簡素化などがある。一方で同社は、
機内販売の充実や預託荷物に対する課金制導入などにより関連収入の拡大に力を入れており、
2005年には同収入の伸び率が前年比約40%を記録し、全体の収入に占める割合も約15%となっ
た。 
コスト削減の鍵の一つでもある空港選択については、同社が使用する空港は母都市から遠く離
れていることが多く、例えばフランクフルトのセカンダリー空港として使用しているハーン空港
のように、フランクフルト市内から約 100ｋｍ離れ別の都市圏といっても過言ではない場所に存
在している場合もある43。しかしながら、同社がアクセスコストを上回るだけの圧倒的な低運賃

                                            
43 2003年7月にはドイツの裁判所が、デュッセルドルフから約70ｋｍ離れたヴェーゼ市に位置するヴェーゼ空港について
ライアンエアが「デュッセルドルフ空港」という名称を使用することを禁止する判決を下した。ライアンエアは現在同空港
を「デュッセルドルフ・ヴェーゼ空港」と呼んでいる。 
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を設定しているため、今まで後背圏と考えられなかった地域までが後背圏となり、これまで見放
されてきた空港においてもライアンエアが就航すると大きな利用者数の増加が見込めるという
‘Ryanair effect’を産み出している（図26）。 

 
出典：フランクフルト・ハーン空港ＨＰ 

図２６：フランクフルト・ハーン空港の利用者数 

 
‘Ryanair effect’によって蓄積された数々の成功事例がライアンエア側の交渉力を強くしてい
るため、新規就航の際には空港・地域側が着陸料減免や助成措置を用意せざるを得ないことが多
いが、同社は‘nowhere to nowhere’とでもいうべき路線にも就航してそれなりの利用者数を確
保しており、地方の無名の空港や地域にとっては救世主的存在となっている（Dennis,2003）。
空港側は利用者数の増加によって飲食･物販等の非航空系部門における売り上げが拡大すること
を期待し、地域側はホテルや観光をはじめとする空港周辺の産業の活性化や地域の雇用増加44を
期待しており、事業拡大の機会を狙うライアンエアと空港・地域とのWIN－WINの状況が出来
上がっている。こうしてライアンエアは、新しいパートナーとの連携を次々と構築することによ
って、ネットワークを拡大しながら急成長を果たしている（図 27、図 28）。2004年のEU東方
拡大45はネットワーク拡大を目指す同社にとっては絶好の機会であり、同社では2012年までに拠
点空港を15から30に、機材数を87から234へ、取扱旅客数を31百万人から73百万人へ増加
させることを計画している。 

                                            
44 フランクフルト･ハーン空港の場合、空港における雇用者数は1996年の350人から2004年の2,500人に増加した。 
45 ポーランド、ハンガリー、チェコ、スロヴァキア、スロヴェニア、エストニア、ラトヴィア、リトアニア、マルタ、キプ
ロスの10カ国が新たに加盟し、EUは25カ国となった。 
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出典：ライアンエアＨＰ 

図２７：ライアンエアのネットワークの例（ロンドン・スタンステッド空港発着路線） 
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出典：ライアンエアＨＰ 

図２８：ライアンエアの年間取扱旅客数の推移 
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（３）ＬＣＣに対する助成措置の問題 

以上のように LCC の成長は運賃の低下とサービスの多様化、それに伴う航空需要の拡大とい
う便益を航空市場にもたらしたが、LCC の成長の原動力ともなった各種助成措置が EC 条約第
87条に規定する競争歪曲的公的助成の禁止にあたるか否かについて、ライアンエアが拠点の一つ
とするベルギーのシャルロア空港を巡って争われた。本件は、ベルギー・ブリュッセルの南に位
置するシャルロワ空港にライアンエアが就航する際、空港会社から着陸料やグランドハンドリン
グ・サービス利用料の軽減、販促費用や新規就航インセンティブの供与等の助成措置を受け取っ
ていることが判明し（表26）、同空港が自治体の所有であるため、競争歪曲的公的助成の禁止を
定めたEC条約に違反するとして補助金返還が求められたものである。結局 2004年になされた
欧州委員会の決定では、これらの助成措置がライアンエアだけが享受したものであったために競
争歪曲的公的助成であると判断されたが、セカンダリー空港や地域経済の発展、交通ネットワー
クの改善に資する場合には、透明性を確保し公平に運用されることを前提に新規就航インセンテ
ィブや販促費用を供与することはEC条約第87条に違反しないとしている。この決定を受けて、
欧州委員会は 2005年に地方空港による航空会社に対する助成措置に関するガイドラインを策定
し、新規路線就航誘致のための助成措置については、地域の発展と公正な競争を両立させ、透明
性を確保することを前提に期間を限定して認めることを明確化した。 
本決定及び欧州委員会ガイドラインにより、今後 LCC が破格の助成措置を空港・地域側から
受け取ることは難しくなると思われるが、航空会社と空港・地域がWIN－WINの関係を築いて
航空需要の拡大に取り組んでいくことは、特に低・未利用空港においては資産を有効に活用し後
背地の経済社会活動を活発化させていく上で非常に重要なことである。今後とも、透明性の高い
ルールの下で航空会社と空港・地域とが協力しながら発展していくことが期待される。 

表２６：シャルロア空港がライアンエアに対して与えた助成措置 

助成措置 具体的内容

着陸料の軽減
通常の着陸料の半額程度に軽減（乗客１人当たり１
ユーロ）

販促費用の供与 １人当たり４ユーロを供与

新規就航インセンティブの供与 新規１路線につき１６万ユーロを供与

グランドハンドリング・サービス利用料
の軽減

通常乗客１人当たり１０ユーロ程度のところを１ユー
ロに軽減

出典：European Union ＨＰ 
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３．東アジアのローコストキャリア 

（１）東アジアの航空市場の特色 

  東アジアにおける航空市場の自由化は始まって間もないため、LCCの設立が相次いでいるのも
ここ数年のことであり、欧米と比べるとまだその歴史は浅い。したがって、東アジアの LCC に
ついて評価するのは時期尚早ではあるが、その勢いは先行する欧米に劣らず凄まじいものがある。
近年東アジアにおいては規制緩和を追い風に次々に新規航空会社が設立されているが、その殆ど
がローコストモデルを指向しており、FSAも交えた競争が激化する中でLCCの市場シェアは着
実に増加している。その中でも、エアアジアやヴァージンブルーなど、国内市場において早くも
3割程度のシェアを獲得し存在感を増している会社も出現している。 
東アジアの航空市場の特色としては、①地域における航空利用がまだ大衆的なものとなってい
ないこと、②自由化・規制緩和がなされたのは主に国内線であり、国際線を運航するには依然と
して二国間協定による運輸権等の制約があること、③政治経済が首都一極集中であり地域間の流
動が少ないこと、④セカンダリー空港が少ないこと、などが挙げられる（表27）。 
このうち①については、東アジアは人口が多いので、今後の経済成長とそれに伴う所得水準の
向上に応じて潜在的な需要が相当程度掘り起こされる可能性を秘めていると考えられ、また、②
については、国際航空市場に関しても世界的に自由化の動きが進んでいることから、中長期的に
はこの問題は解消されていくものと考えられる。一方で、③、④は都市構造やインフラ整備の問
題であり一朝一夕に変化するものではないため、当面はそうした状況を前提とした航空ネットワ
ークの構築を進めていかなければならない。 

表２７：東アジアと欧州の比較 

東アジア 欧州

航空利用 大衆化していない 大衆化している

航空市場
自由化・規制緩和は国内線が中
心であり、国際線は依然制約的

ＥＵ域内で航空市場を統合

空港 セカンダリー空港が少ない セカンダリー空港が比較的多い

他のインフラ 整備が不十分 主要国では高速鉄道も発達

政治経済構造 首都への一極集中 地方分権的

所得水準 域内のばらつきが大きい 域内のばらつきが少ない  
 

ASEANの航空自由化方針の下で LCCの成長が進んでいる東南アジアは、拠点都市であるシ
ンガポール、バンコク、クアラルンプールから飛行機で3時間以内の範囲に約5億人の人口を抱
えており、今後、経済成長に伴い中産階級が拡大し余暇時間・可処分所得も増大していくと見込
まれること、競合する輸送モードが未発達であること等を考慮すると、LCCの発展にとって好条
件が揃っていると考えられる。また、空港利用者を増加させ非航空系収入の拡大を狙う域内主要
空港がローコストターミナルや就航インセンティブを用意しているほか、シンガポールでは大手
航空会社系列以外の航空機整備事業者やグランドハンドリング業者が存在して一定の競争環境に
あることも新規参入する LCC にとっては好環境である。先進国と比べ主要空港の容量にゆとり
があるためセカンダリー空港が少ないことは LCC が事業展開する上でそれ程問題とはなってい
ないが、東アジアの LCC へのヒアリング調査では二国間協定によって運輸権、路線、輸送力、
運賃、運航会社等の制約が各国ごとに存在しているため機動的な事業拡大が困難であるとの声が
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多かった。 
中国については、最近の規制緩和により2005年以降奥凱航空、春秋航空等のLCCが運航を開
始したが、①人口が多いこと、②他の輸送モードが未発達であること、③国土が広く都市が点在
していること、といった航空大国米国に似た環境を有しているとともに、経済が成長し所得水準
も増加しているので、航空市場の拡大にあわせてLCCも着実に成長していくと考えられる。 
韓国も同様に 2005 年以降ハンスン航空や済州航空が新たに運航を開始したが、現在のところ
プロペラ機による地域的な路線に限定されており、国土の狭さや高速鉄道との競争を考慮すると
前途は厳しいものと考えられる。 
 
（２）エアアジア 

1990年代後半以降欧米におけるLCCの急成長を目の当たりにした東アジアのFSAは、欧米
の FSA と比べて人件費をはじめとするコストが既に低く運賃も競争的となっていることから、
LCC の存在がそれほど脅威とはならないという楽観論を示していた（Lawton and 
Solomko,2005）が、2001年に赤字航空会社を買収して設立されたエアアジアは徹底的なコスト
削減と生産性向上により 2.40セント／座席キロというライアンエア（4.24セント／座席キロ）
の半分程度のユニットコストを実現し、低運賃を武器にシェアを拡大して FSA の楽観論を吹き
飛ばすこととなった。東南アジアにおいては、航空輸送サービスの利用が大衆的なものとはなっ
ていなかったが、エアアジアは’Now everyone can fly’をキャッチフレーズに圧倒的な低運賃
を設定し、これまで鉄道、バスを利用していた人の航空利用への転換を進める46など、新規の航
空需要創出を積極的に行っている（図29）。 
 

 
出典：エアアジアＨＰ 

図２９：エアアジアのキャッチコピー 

 

                                            
46 米国のサウスウェストもライバルは自家用車とバスとしている。 
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同社は、ライアンエア型の徹底的な生産性向上と低運賃追求のビジネスモデルにより、
それまで赤字であった小さな航空会社を数年後の現在では年 10%以上のネットマージンを
あげる会社に生まれ変わらせ、2006年5月現在で70都市に就航し、マレーシア国内線の35%、
タイ国内線の22%のシェアを有する両国でそれぞれ第2位の航空会社となった。同社は好調な業
績を背景に2005年には運航開始4周年を記念した2百万座席の無料提供キャンペーン47を
展開し、更なる認知度の向上を進め顧客層の拡大を図っている（図 30）。同社は欧米で
成功したビジネスモデルを積極的に導入する一方で、チケット販売については東南アジアの
実情を踏まえた対応をしており、インターネット販売比率が半数近くとなってはいるものの、欧
米ほどに普及していない東南アジアのインターネット環境を考慮して、コールセンター、旅行代
理店、空港カウンターも重要な販売チャンネルとして使用している。また、クレジットカードの
使用率が低いことを踏まえ、銀行ATMやコンビニなど多様な支払いチャンネルも構築している
（図 31）。 

 
図３０：チケット無料キャンペーン              図３１：チケット販売ルート 

 
エアアジアの急成長はナショナルフラッグ・キャリアであるマレーシア航空の経営悪化を加速
させ、2006年3月には政府主導の国内航空市場再編案が示されることとなった。8月から発効す
る再編案によると、マレーシア航空が運航する国内線115路線のうち、同社は今後採算の取れる
主要19路線のみを運航し、残りの96路線はエアアジアに譲渡することとなった。また、国際線
についてはエアアジアにもマレーシア航空と同様の運輸権が与えられることとなった。マレーシ
ア政府はこの再編により、マレーシア航空はフルサービス分野、エアアジアはローコスト分野と
両者が得意分野で事業を拡大し、マレーシア全体の国益を増大させることを期待している。この
ように、創業4年でマレーシア国内線の35%のシェアを獲得し、国内航空市場の再編によりさら

                                            
47 この手法は‘aggressive marketing’としてライアンエアが記念日に時々行っているものである。 

図３０：チケット無料キャンペーン 図３１：チケット販売ルート

出典：エアアジアＨＰ

出典：エアアジアＨＰ

図３０：チケット無料キャンペーン 図３１：チケット販売ルート

出典：エアアジアＨＰ

出典：エアアジアＨＰ
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なる事業拡大が見込まれるエアアジアは、タイやインドネシアにおいても子会社を設立48して事
業を拡大しており、東アジアのLCCの中では最も注目すべき存在となっている（表28）。 

表２８：エアアジアの事業拡大の推移 

 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

路線数 6 6 11 26 52 70

利用者数（千人） 291 611 1,481 2,839 6,289 9,311

機材数 2 3 7 17 27 42

（注）エアアジアの会計年度は７月～６月であり、上記の値は６月を年度末としたもの 

出典：エアアジアＨＰ 

 
（３）カンタス航空（ＦＳＡ）による対応 

オーストラリアでは、英国のヴァージンアトランティック航空の LCC 子会社であるヴァージ
ンブルーが2000年8月からシドニー－ブリスベン間の運航を開始したが、2001年9月のアンセ
ット航空の倒産を契機として、同社はアンセット航空から乗務員を受け入れオーストラリア国内
線のネットワークを急速に拡大していった。ヴァージンブルーの急成長に直面したカンタス航空
は、徹底したローコスト化と低運賃化を実現する LCC 子会社をジェットスターという新しいブ
ランドで立ち上げ対抗することとした（図32）。 

 
出典：各社ＨＰ 

図３２：カンタスグループのブランド戦略 

 
ジェットスターは 2004年 5月に運航を開始し、払い戻しや券面変更における制約度合いの違
いにより 2 種類の片道型運賃49を提供しているが、原則として券面変更を可能とするなどビジネ
ス客にも利用しやすい運賃制度を採用している。一方で、飲食やヘッドフォンは有料、座席は自
由席とするなど LCC のビジネスモデルを基本的に取り入れている。ジェットスターは国内線用
LCCであるが、航空需要の成長が見込める東南アジアにおいては国際線用LCCとしてシンガポ
ールにジェットスターアジアが設立されている。いずれの会社もカンタスグループであり、マイ
レージの提携はあるが、カンタス航空との預託荷物のスルーチェックインは行わないなど、単純
化を旨とするLCCモデルに徹した経営を行っている。 

                                            
48 航空市場が国ごとに分断され規制が異なるため、子会社を設立して対応している。 
49 より安いが制約が多いジェットセーバーと制約が少ないジェットフレックスの２種類。 
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カンタスグループには、もう一つ国際線の低コスト子会社として2002年10月に運航開始した
オーストラリア航空があったが、ジェットスターに比べてコストが高いこと、ジェットスターの
方が急成長してブランド力を持ったこと等によりこれを廃止し、2006 年 7 月よりビジネスとレ
ジャー両方の市場を受け持つカンタス航空とレジャー市場に特化したジェットスターの2ブラン
ドにグループの路線を集約・再編することとした。これにより、ジェットスターはオーストラリ
ア発着の中長距離路線も運航することとなり、将来的には欧州等への路線も計画している。カン
タス航空へのヒアリング調査によれば、同社はブリティッシュ･エアウェイズやユナイテッド航空
をはじめ世界の FSAが立ち上げた LCC子会社の失敗例をよく研究し、LCCのビジネスモデル
を純粋に受け入れること、徹底した別ブランド化を図ること、親子間で路線の競合を避けること
などを実践しており、FSAによる対LCC戦略で成功している数少ない例となっている（表29)。 

表２９：カンタスグループの概要 

 設立 主な機材 特徴 

カンタス航空 1920年 B747、B767等 FSA、ビジネスからレジャーまで幅広く対応 

ジェットスター 2004年 A320 LCC、国内線中心→オーストラリア航空の路線を継承、 

B787導入予定 

ジェットスターアジア 2004年 A320 LCC、シンガポールを拠点に東南アジアで運航 

オーストラリア航空 2001年 B767 LCC、アジア域内の低需要国際線を運航、2006年7月運航

休止 

出典：カンタス航空ＨＰ 

 
（４）ローコストターミナル 

東南アジアにおいても LCC が成長し始めている状況を踏まえ、シンガポール・チャンギ空港
やマレーシア・クアラルンプール空港では、LCCの成長を空港利用者を増加させ非航空系収入を
拡大させるチャンスと捉え、LCCの要望を踏まえながら必要最小限のシンプルなデザインにより
建設コストを縮減したローコストターミナルを2006年3月に相次いで供用開始した。 
その一つであるシンガポール・チャンギ空港の「バジェットターミナル」は、シンガポールを
拠点とする LCC であるタイガーエアウェイズとの連携により建設コストを徹底的に圧縮し、既
存のターミナル 1・2と比べて旅客が支払う空港施設使用料を 50%以上低下させることに成功し
た（15シンガポールドル→7シンガポールドル）。また、飲食店や事務室の賃料もターミナル1・
2と比べて最大50%安く設定されている。コスト削減は、建物を平屋建てにしてエスカレーター・
エレベーターや搭乗橋を不要にし、カーペットも廃止するなど投資を必要最小限とすることによ
り実現しているが、飲食店、物販店、両替所等航空旅客に必要なサービスは一通り揃っており、
シンプルなデザインで動線も単純な実用重視の設計となっている（図33）。これにより、チェッ
クイン締め切り時間をこれまでの 45分前から 30分前に短縮するという利便性向上も図られた。
バジェットターミナルのモデルは、欧州のライアンエアが定期航空に殆ど使用されていなかった
地方空港に新たに就航する際整備する簡素なターミナルビルであり、タイガーエアウェイズがそ
のノウハウをシンガポールに導入したものである。 
ローコストターミナルを整備して空港施設利用料を安くしてでもターミナルビル内の飲食店や
物販店の潜在的利用者となる航空旅客を増加させようという試みは、空港経営における収入基盤
を航空系から非航空系にシフトさせようとする戦略に沿ったものであるが、LCC利用者は価格に
敏感なグループと考えられるため、今後ローコストターミナルにおける店舗の収益率が通常のタ



－53－  

ーミナルビルの収益率と比べてどの程度となるのかが注目される。LCC専用ターミナルの整備の
例は、当該空港において LCC による一定規模の新規需要が見込まれ、かつ、施設拡張のタイミ
ングと合致するなど、比較的特殊なケースと考えられるが、コスト削減努力の一例として学ぶべ
きことは多い50。 

 
出典：シンガポール・チャンギ空港ＨＰ 

図３３：シンガポール・チャンギ空港の「バジェットターミナル」 

 
 
４．我が国のローコストキャリアの将来像 

（１）我が国の新規航空会社の特徴 

 我が国でLCCと言われる航空会社としては、1998年に 35年ぶりに国内航空市場への新規参
入を果たしたスカイマークとエアドゥの 2社が先駆けとなり、その後 2000年の航空市場の抜本
的な規制緩和を経て、2002年就航のスカイネットアジア、2006年就航のスターフライヤーが後
を追うこととなった。我が国の新規航空会社は、JALやANAといった大手航空会社と比べて安
い普通運賃を設定しておりLCCと呼ばれることが多いが、実際には以下のように欧米のLCCと
は少し異なる存在となっている。 
まず、会社設立後まもなく、羽田空港の容量制約という事情により事業の拡大が難しいことも
あり、保有機材数が3機～8機と小規模である（表30）。これに対して欧米の主要LCCでは数十
機保有する会社も少なくなく、中にはサウスウエストのように数百機保有している会社もある。

                                            
50 LCCの拠点であるロンドン･スタンステッド空港においても施設の規模・程度に関する議論が最近起きており、同空港に
就航するLCCとIATAから構成される協議会が、BAAの施設整備は過大な見積もりによりユーザーが必要としないほど大
規模で豪華なものとなっており、結果として高い空港使用料等の支払いを余儀なくされているとして、2006年7月にその
改善を求める要望を関係者に対して行った。 
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このため、我が国の新規航空会社はスケールメリットを未だに享受できておらず、結果としてコ
ストが割高にならざるを得ないという面がある。職員数についても、日本の新規航空会社は間接
部門が多く、欧米の主要 LCC と比べ生産性の面で劣っていると考えられる。また、我が国でも
新規航空会社では客室乗務員が機内清掃を行うことが一般的になりつつあるが、海外の LCC で
は機内清掃のほかにも、ゲートにおける旅客誘導やスタンバイ時の一般管理業務への従事など、
人的資源の有効活用を積極的に行っている。様々な業務を兼任させることで安全性が損なわれて
はいけないが、生産性向上・ユニットコスト削減の一手法としてその考え方は参考となるものが
あろう。チケット販売については、欧米の主要 LCC は原則としてインターネット経由に限定し
ていることが多いが、我が国の LCC は団体客の獲得を考慮して大手と同様に代理店販売をあわ
せて行っている。このため、大手が e-ticket化を進めていることも踏まえると、チケット販売面
での我が国の新規航空会社のコスト優位性はほとんどないと考えられる。また、我が国の新規航
空会社は機体整備の大手への委託や大手とのコードシェアの設定などにより、大手の影響力から
独立して事業を展開するのが難しいのが現状である。さらに、新規航空会社の普通運賃は大手よ
りかなり安い設定となってはいるが、割引運賃で比較すると価格優位性もそれほど高くなく（表
31）、大手が運用している充実したフリークエント・フライヤー・プログラム（FFP）の魅力を
あわせて考慮すると、顧客獲得のための決定的な競争力を有しているとは言いがたい。こうした
状況が、一部で我が国の新規航空会社はミニ JAL、ミニANAであって真の意味でLCCではな
いと言われる所以である。 

表３０：我が国の新規航空会社と世界の主要ＬＣＣの比較（２００５年） 

 運航開始 機材数 職員数 路線数 

スカイマーク 1998年 8 812 3 
エアドゥ 1998年 5 489 4 
スカイネットアジア 2002年 6 468 3 
スターフライヤー 2006年 3 － 1 
サウスウェスト（米国） 1971年 445 31,729 － 
ライアンエア（アイルランド） 1985年 87 2,600 341 
エアアジア（マレーシア） 2001年 27 2,016 70 

       出典：各社ＨＰ等 

表３１：主な新規航空会社参入路線の運賃比較 
 普通運賃 割引運賃 

東京－札幌  
ＪＡＬ 29,400円 14,500円～25,400円 
ＡＮＡ 29,400円 14,500円～22,900円 
エアドゥ 23,000円 9,600円～19,000円 

 

スカイマーク 16,000円 10,000円～13,000円 

東京－北九州  
ＪＡＬ 32,400円 15,000円～20,300円  
スターフライヤー 25,800円 9,800円～19,600円 

東京－宮崎  
ＪＡＬ 32,400円 16,000円～23,900円 
ＡＮＡ 32,400円 16,000円～23,900円 

 

スカイネットアジア 24,300円 10,900円～21,900円 

          （注１）2006年7月1日～13日の運賃。 

          （注２）割引運賃は毎日設定があるものを記載し、バーゲン型運賃のような期間限定の 

              ものは記載していない。 

          出典：各社時刻表（2006年7月） 
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我が国の「LCC」としてもう一つ特徴的なものとして、JEXやANKなど大手が設立した低コ
スト子会社がある。これらの会社は、親会社よりも低い賃金体系の導入や客室乗務員による機内
清掃の実施などにより、10%程度のコスト削減を実現していると言われる。しかしながら、当初
は親会社とは別のブランドアイデンティティを有していたものの、グループ全体の経営見直しの
中で便名や塗装を共通化し一体的な運営を強めており、独立した子会社というよりも運航受託子
会社に近い存在となっている。国際線においても、JALウェイズがバンコクを拠点としてタイ人
の客室乗務員を雇用するなどして一定のコスト削減を実現しているが、同様に独立したブランド
アイデンティティを発揮するまでには至っていない。これらの会社については、子会社として給
与水準が低く抑えられ業務負担も重くなりがちである一方で、独自のアイデンティティや経営戦
略の展開もできないという状況にあり、職員の士気をいかに維持・向上していくかという面で課
題がありそうである。世界のLCCも給与水準や業務負担についてはFSAに比べて厳しいところ
が多いが、ストックオプション制度の導入や自分たちが会社を発展させているという満足感を与
えることにより職員の士気向上に努めている。 
  以上のように、我が国の新規航空会社は欧米の LCC と比べて市場における存在感は未だ小さ
いものの、羽田空港のスロット配分における優遇措置等も受けて、路線によっては新規航空会社
が大きなシェアを獲得するところも出てきており（表32）、2009年の羽田再拡張による発着容量
の拡大を契機とする航空市場の再編が注目される51。 

表３２：主な新規航空会社参入路線のシェア 

新規航空会社 大手航空会社  

1日当たり便数 シェア 1日当たり便数 シェア 

羽田－北九州 12 71% 5 29% 

羽田－神戸 7 64% 4 36% 

羽田－旭川 4 50% 4 50% 

羽田－長崎 6 43% 8 57% 

羽田－宮崎 6 40% 9 60% 

羽田－熊本 6 35% 11 65% 

        出典：各社時刻表（2006年7月） 

 

（２）ＬＣＣ成長のための課題 

 我が国においては、規模、生産性、運賃等の面から判断して未だ本格的な LCC が誕生してい
ないと上述したが、今後新規航空会社が世界の LCC のように成長していくためには以下に示す
ようないくつかの課題が考えられる（表33）。 
まず第一に、首都圏をはじめとする空港容量の確保である。現在は、我が国の拠点空港であり
手堅い利益が見込める羽田空港と成田空港の空港容量が不足しているため、新規航空会社が思う
ようにネットワークを拡大することができず体力の弱い状態が続いている。我が国の場合、空港
整備は特に時間と費用がかかる課題であるが、2009年度には両空港とも容量が拡大し羽田空港に
は近距離国際線も就航する予定であり、新規航空会社としても事業拡大の大きなチャンスとなる。
なお、セカンダリー空港や空港使用料の問題については、（３）で別途触れることとする。 
乗員の確保については、航空需要が拡大するなか世界的に需給が逼迫している状況にあり、簡

                                            
51 現在のところ新規航空会社の事業計画は慎重であり、世界の主要LCCのように急激な事業拡大を狙う計画は発表されて
いない。 
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単には解決できない課題となっている。大手航空会社も自社養成の拡大や外国人乗員の採用など
乗員確保には苦労しているが、体力の弱い新規航空会社では主に外国人乗員や加齢乗員の採用で
凌いでいるところが多い。急速に成長しているエアアジアは自社養成を開始し、余裕ができれば
他者にも開放するとしており、我が国の新規航空会社も今後の成長の過程で国内外の LCC と連
携して乗員養成を検討する必要性が出てくるかもしれない。また、これから深刻化する団塊の世
代退職後の乗員不足への対応策については、例えば航空大学校による養成枠を臨時的措置として
拡大すること、民間操縦士養成機関を育成していくこと、外国人操縦士に係る規制の更なる緩和
などが考えられる。 
機体整備に係る費用の低廉化も課題となっているが、現在我が国の機体整備サービスは大手航
空会社及びその系列会社による独占的状況になっているため、新規航空会社が機体整備をする際
の選択肢を増やすなど競争的環境を作り出すことが重要である。一方で、最近は外国の整備工場
に対する整備委託も認められており、新規航空会社も外国への整備委託によりコスト削減を図る
とともに、大手航空会社の影響力から距離を置くことができる状況になってきている。また、乗
員と同様に整備士の不足も大きな課題となっているが、整備士については民間整備士養成機関が
一定数存在しており、当面はこれらの育成・振興を図ることが重要である。 
  生産性の向上については、新規航空会社の経営陣の課題として、低運賃型とするのかサービス
重視型とするのか会社のビジョンを明確にした上で、若い会社であることを活かして大手航空会
社になし得ないコスト削減や人的･物的資源の最大限の有効活用を図り、ユニットコストの低減に
努めるべきであろう。運賃については、O’Connell and Williams（2005）の調査によれば 30%
の運賃格差が生じると利用者が航空会社を変更しようと考えるという結果となっており、LCCが
FSAと運賃面で差別化を図っていくためには’Big Difference’ が必要である。ただし、LCCの規
模が小さい場合には FSA が対抗値下げをしてくる可能性があり、ライアンエアのポリシーのよ
うに FSA が追随できない水準までコストと運賃を低下させるとともに、規模を拡大することに
よってFSAからの対抗値下げを封じ込めることが重要である（Barret, 2001）。 
  ネットワークの拡大については、新規就航や増便は雇用の拡大や経済活動の活性化を通じて地
域の振興につながることから我が国でも各地で就航インセンティブや搭乗率補償制度などの支援
策が実施されているが、新規航空会社の側も低いユニットコストを武器に地方路線へ積極的に参
入するなど、新規航空会社と空港・地域とがWIN－WINの関係を築いていくことが期待される。
前述の通り、欧州ではライアンエアをはじめとする LCC が空港使用料の減免や助成措置を地域
から引き出し、低・未利用空港への就航を積極的に行っている。 
  最後に、東アジアにおける人流・物流の拡大や東アジアの準国内輸送的状況の進展を踏まえる
と、運輸権、路線、輸送力、運賃、運航会社等を定める二国間協定を一層弾力化し、新規航空会
社が自由に経営戦略を立案・展開できるような環境を整備していくことも重要である。2006年7
月に締結された日中航空協定においては輸送力の拡大や指定航空会社の大幅な増加が認められて
おり、新規航空会社にとっても海外進出を果たすチャンスは拡大している。また、欧州で実現し
た域内航空市場の自由化・統合についても、FTAをはじめとする経済連携の進展を視野に入れな
がら、今後の東アジアにおける航空需要の動向や利用者・航空会社のニーズ等を踏まえ、中長期
的観点から検討していくことが必要であろう。 
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表３３：我が国においてＬＣＣが成長するための主な課題 

 課 題 

国内・国際共通 ・空港制約の緩和 

・空港使用料の弾力化 

・機材整備サービスの競争促進 

・グランドハンドリング・サービスの競争促進 

・乗員、整備士の確保 

・生産性の向上 

・地域による支援の拡大 

国際 ・二国間協定の弾力化 

・多国間における航空市場の自由化 

 
 
（３）空港問題 

LCC成長のための課題のうち空港問題については、以下でもう少し具体的に考察したい。我が
国には欧州に見られるようなセカンダリー空港（表 34）が基本的に存在せず、LCCの成長には
適さないという指摘がある52。実際、我が国最大の航空需要を抱える首都圏には、ロンドン圏の
スタンステッド空港のように1時間程度でアクセスできる適度な距離に十分な発着容量を有する
空港が存在しない。一方で、関西圏においては、伊丹空港は環境上の制約により容量を増やすこ
とができないが、関西国際空港や神戸空港は発着枠にまだ余裕があり物理的にはセカンダリー空
港としての要件を満たすと考えられる（表 35）。両空港は海外で見られるセカンダリー空港と比
べると着陸料が割高であるが、就航割引制度の活用や空港使用に際して発生する諸費用の軽減に
ついて地元が支援する体制が整えば、新たな航空ネットワークを形成していく可能性を秘めてい
る。また、福岡都市圏に1時間程度でアクセスできる佐賀空港、新空港ができた後にコミュータ
ー航空を中心に運用している名古屋飛行場・広島西飛行場、軍民共用化の可能性・実施時期は未
定であるが東京西部に位置する横田飛行場などは、1 時間以内のアクセス圏に比較的大きな後背
圏を有し小型ジェット機が就航できる条件を満たす空港である。こうした空港を含め、現在低・
未利用の空港に新規路線の開設や増便を促していくためには、着陸料設定などの面において空港
運営をより柔軟に行っていくことが重要である。空港使用料は空港の維持･整備の財源となってい
ることから、収入総額を減らすような見直しは当面難しいと考えられるが、英国空港会社（BAA）
がロンドンで所有する3空港（ヒースロー、ガトウィック、スタンステッド）で行っているよう
に、空港ごとや時間帯ごとに着陸料水準を変えるという方策も考えられる（表 36）。また、東ア
ジアの LCC へのヒアリング調査では、彼らが日本への就航を躊躇う理由として、二国間協定に
おける制約や着陸料の高さとともに、グランドハンドリング業務に係る費用やターミナルビルの
賃料等広い意味での空港における使用料が日本は割高であるというコメントが示された。今後、
空港内サービスの競争環境を整備しサービス価格の低減につなげていくことや、非航空系収入の
拡大により航空系部門の負担を減らしていくことなども課題となろう。 

 
 
 

                                            
52 ただし、東南アジアやオーストラリアでは、我が国と同様にセカンダリー空港が少ない状況の中でLCCが成長し既に3
割程度のシェアを獲得している現状を見ると、セカンダリー空港の存在は必ずしも必要条件ではないと考えられる。 
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表３４：欧州の都市圏における空港機能分担の例 

Airport Runway Distance from 

the city centre 

Passengers  

in 2002 

Main feature 

London  

  Heathrow 3,902m , 3,658m , 1,966m 24 km 63.0 millions European Hub 

  Gatwick 3,316m , 2,565m 45 km 29.5 millions Second Hub 

  Stansted 3,048m 51 km 16.0 millions Leisure 

  Luton 2,160m 45 km 6.5 millions Leisure 

  City 1,199m 10 km 1.6 millions Business 

Belfast 

  International 2,780m 29 km 3.6 millions National Hub 

  City 1,829m 5 km 1.7 millions Business 

Frankfurt 

  Main 4,500m , 4,000m , 4,000m , 2,500m 12 km 49.0 millions European Hub 

  Hahn 2,730m 95 km 1.5 millions Leisure 

Stockholm 

  Arlanda 3,301m , 2,500m , 2,506m 42 km 18.0 millions National Hub 

  Bromma 1,668m 10 km 1.0 millions Business 

  Skavsta 2,750m , 2,039m 100 km 0.3 millions Leisure 

出典：Takahashi, K.(2003) 

 

表３５：我が国におけるセカンダリー空港の可能性（例） 

都市圏 空港名 都市圏の主要空港 アクセス手段 都市圏からの時間 

首都圏 横田飛行場 羽田、成田 未定 約60分（想定） 

関西圏 関西空港／神戸空港 伊丹、関西 鉄道／新交通 約30分／約20分 

中部圏 名古屋飛行場 中部 バス 約20分 

広島圏 広島西飛行場 広島 バス 約30分 

福岡圏 佐賀空港 福岡 バス 約70分 

ロンドン圏（参考） スタンステッド、ルトン ヒースロー、ガトウィック 鉄道 約45分／約60分 

（注）関西国際空港は関西圏における国際線の主要空港であるが、国内線については現在伊丹空港が主要空港と 

   なっているため、LCCの拠点化が考えられる空港として敢えて記載した。 
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表３６：ＢＡＡが管理するロンドン３空港の着陸料（ICAO Chapter3適合機） 

出典：国土交通省航空局 

 
（４）最近の動向と将来像 

スカイマークは、当初低運賃とサービスの両立を指向しているとされたが、2004年の経営者交
代以降は低運賃重視型のビジネスモデルに転換し、大手との連携を排して独自路線を歩み始めて
いる。同社は 2006年 2月より「すべてのお客様が必ずしも必要とされないようなものは廃止も
しくは有料化とし、その原資を運賃値下げに振り向け」るとして、飲み物サービスの廃止、15キ
ロ超の荷物有料化、他社便での振替輸送廃止等のコスト削減策を実施する一方で、1 便最大 15
席の格安運賃（スカイバーゲン：一路線 5,000 円）を設定することとなった53。また、経営の安
定化のため、路線を羽田－新千歳、福岡、神戸という高需要路線に集約し、羽田再拡張以降のソ
ウル、上海等への国際定期便就航も検討している。 
一方で、スターフライヤーは低運賃とサービスの両立を図るジェットブルー型のビジネスモデ
ルを採用して2006年3月より羽田－新北九州線に参入し、運賃を大手より2割程度低い水準に
設定する一方で、シートピッチの拡大、パーソナルテレビの設置、有名ブランドのコーヒーサー
ビス等の高品質なサービスの提供を売り物にしている。 
  このように新規航空会社はそれぞれ独自の戦略により集客・経営安定化に努力しているが、最
近新規航空会社の安全性について懸念すべき事態が相次いで明るみに出ることとなった。2006
年3月にはスカイマークが航空機メーカーから指示された修理をしないまま9ヶ月間運航し整備
責任者も不足していたとして国土交通省から厳重注意を受けるとともに、同年5月にはスターフ
ライヤーが運航規程で示された時間以上にパイロットを連続乗務させたとして同様に厳重注意を
受けることとなった。安全運航は航空輸送の大前提であり、大手・新規に関わらずコスト削減の
裏で安全性を疎かにすることは許されず、また、安全性を犠牲にすれば結局は利用者からの信頼
を失い事業が成り立たなくなることを十分に認識することが必要である。実際、羽田－新千歳線
の2006年5月の搭乗率で、スカイマークは同じく安全上のトラブルが相次いだJALに次いで4
社中最下位となった（表 37）。今回の一連の事態で新規航空会社は安全性に不安があるというイ
メージがつくことにより、折角高まってきた競争促進の機運に水を差し、結果として航空市場の
活性化が損なわれることが懸念される。 

                                            
53 搭乗率の伸び悩みもあり、運賃体系については同社において現在試行錯誤中である。 
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表３７：羽田－新千歳線の２００６年５月搭乗率 

 搭乗率 １日当たり便数 

JAL 62% 20便 

ANA 67% 15便 

スカイマーク 56% 10便 

エアドゥ 89% 9便 

出典：産経新聞（2006年6月16日） 

 
 
これまで、我が国の大手航空会社は、新規航空会社の規模が小さく運賃競争力もそれほど大き
くないことから、競合路線における運賃引き下げという限定的な対抗策で LCC に対応してきた
が、最近になって ANAが羽田再拡張までに新たに LCC子会社を立ち上げることを表明した。
この判断は、2009年の羽田再拡張による空港容量の拡大が新規航空会社の事業拡大を容易にし、
スカイマークが低運賃重視型に方針転換したように、国内外の航空会社による価格競争が今後一
層激しくなることを想定したものと考えられる。新会社は ANAとは別ブランドになると言われ
ているが、親会社の賃金体系や経営マインドを引きずった米国のFSAとそのLCC子会社のよう
な関係になるか、親子の間を明確に分けて LCC のビジネスモデルを純粋に受け入れたカンタス
航空とジェットスターのような関係になるか、今後の動向が注目される。いずれにしても、LCC
のビジネスモデルをどれだけ純粋に受け入れることができるか、ブランドマネージメントを成功
させることができるか、グループ会社間でどのような航空ネットワークの役割分担をするかが課
題となろう。 
また、カンタス航空の子会社であるジェットスターが 2007年 3月から関西国際空港へ参入す
ることを表明している。我が国へ初めて本格的な LCC が参入することになるが、同社は小型機
（A320）を使用したこれまでの短距離路線モデルではなく、中長距離路線への対応として中型機
（A330）を使用したビジネスクラスとエコノミークラスの2クラス制により運航することを予定
している。同社にとっては中長距離路線という新しい分野への進出であり、欧米の短距離路線で
起こっているような過激な低運賃が設定されるとは考えにくいが、同社の就航が我が国の航空市
場に風穴を開けることになるかどうか興味深いところである54。 
これまでに触れたような外国の LCC による生産性向上の取り組みは、規制に守られてきた航
空業界では革命的に見えるかもしれないが、他の業界では決して目新しいことではない。保有資
産・労働力の稼働率向上や無駄な資産・労働力の削減はメーカーをはじめ様々な企業で行われて
きたことであり、薄利多売は小売業界では何十年も前から行われてきたことである。インターネ
ットを活用したコスト削減と利用者利便の向上も、証券業界等で既にその効果が実証されている。
また、一つの業界が商品・サービスの質や価格によって複数のセグメントに分かれることも自然
であり、小売業界では既に百貨店、スーパー、コンビニ、100円ショップと様々な市場セグメン
トが存在し、証券業界も規制緩和後は店舗重視型とインターネット型に二分されている。運輸分
野においても、例えばインフラ容量の制約という問題がない高速バスでは、東京－大阪間のよう
に格安運賃モデルとサービス重視モデルが競争を繰り広げている。航空分野においても、羽田再

                                            
54 2006年7月に発表された関空－シドニー間の運賃は、就航記念キャンペーン運賃が往復2万円（空港税、燃油費除く）、
普通運賃が往復7万7,600円（同）とされた。 
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拡張により空港容量制約が緩和され二国間協定の弾力化や多国間による航空市場の自由化が進め
ば、LCCとFSAの競争が激化することが予想される。今後、安全運航を前提に航空輸送サービ
スが効率化され、航空市場全体の活性化を通じて経済社会活動の拡大や東アジア諸国との交流の
拡大が実現することを望みたい。また、我が国の航空ネットワークはこれまで需要が大きい羽田
空港発着路線と主要空港―主要空港のペアが中心となっているが、新規航空会社には世界の主要
LCCのように地元と連携しながら新しいシティペアを開拓し、我が国の航空ネットワーク充実や
地域活性化の一翼を担うことを期待したい。 

 
 



 

 

 

 

 

Ⅴ．おわりに 



－63－  

Ⅴ．おわりに 

 以上、今後東アジアにおいて航空需要の一層の拡大が見込まれることを踏まえ、東アジアにおけ
る航空市場自由化の可能性と新たなビジネスモデルとして発展を続ける LCC の将来像について概
観した。 
 航空市場の域内自由化については、上述の通り様々な課題があり短期的には成立し難いものと思
われるが、航空市場全体の活性化を促すとともに利用者の便益を増加させるものとして、関係国が
連携しながら段階的なアプローチを探っていくことが望まれる。段階的アプローチを採用すること
により、既存の航空会社にも準備期間を与え、関係者の理解や協力を深めながら統合を進展させて
いくことが重要である。東アジアは世界の中で航空市場の自由化に向けた取り組みが遅い地域の一
つとなっているが、航空市場の自由化は今や世界的潮流となっており、今後中国を中心とする爆発
的な航空需要の増加見込みを踏まえるとその実施は時間の問題であると考えられる。後はどの国が
自由化推進の引き金を引くかにかかっており、我が国としても国益向上を念頭にリーダーシップを
発揮していくことが必要である。 
 LCCについては、その言葉自体は最近我が国においても報道等で良く目にするようになったが、
欧米や東南アジアの主要 LCC が惹き起こしている革命的とも言える航空市場の変化は十分に認識
されていないように思われる。LCCは東アジアにおいては未だ萌芽期にあるが、東南アジアではエ
アアジアのように急成長している会社もあり、規模の小さい我が国の新規航空会社は国際競争力に
おいて相当程度後れを取っている。2009年度の羽田空港と成田空港の容量拡大は、我が国の国内外
の航空ネットワークのあり方に大きな影響を与える可能性があり、航空関係者は世界で進行してい
る航空市場の自由化と LCC の成長という潮流を十分に理解した上で中長期的な戦略を立案・実行
していくことが必要である。 
今後、航空市場において健全な競争が行われ、利用者便益の増加や航空市場全体の活性化、ひい
ては東アジアにおける人流・物流の拡大や我が国の国際競争力強化が実現することを期待したい。 
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